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水と土 第173号 報文内容紹介

既設構造物の潜水士による調査について
（基幹水利施設ストックマネジメント事業　三島ダム地区）

鈴木奈美子

　三島ダムの取水施設は築造後約45年を経て，経年変化による機能低
下や劣化が顕著である。この度，取水施設を更新，事業化するため機
能診断を行うこととしたが，年間を通じダムの水位を確保しておかな
ければならないことから，不可視部分は潜水調査を実施した。
　その調査概要と留意点等について報告する。
	 （水と土　第173号　2014　P.９　設・施）

吉
よしざき

前・神
じ ん の

野新
しんでん

田地区における浸透固化処理工法による
海岸堤防の液状化対策

稲石芳郎

　平成23年３月11日に発生した東日本大震災以降，全国的に津波・地
震対策に対して注目が集まっており，愛知県では県独自で作成した海
岸堤防耐震設計のフローに基づき耐震設計を進めている。
　本県の海岸堤防耐震対策の取組み及び吉前・神野新田地区において
採用している浸透固化処理工法について紹介するもの。
	 （水と土　第173号　2014　P.17　設・施）

シールド本管から分岐（分水工部）する枝管取付部の
補強について

的場孝雄

　当事業の水路建設では，主として推進工法，開削工法（矢板併
用），シールド工法が用いられている。今回は，中国四国農政局管内
で事例が少ない，「シールド工法により設置された幹線水路本管に枝
管を直接取り付けた管渠部の補強」について報告する。
	 （水と土　第173号　2014　P.27　設・施）

フランスにおけるダムのリスク評価に関する
調査・分析

松尾貴充

　国際大ダム会議（International	 Commission	 on	 Large	Dams：
ICOLD）は，世界のダム技術者，研究者が各国の技術や知見を交換す
る場であり，毎年開催される年次例会では，ダム技術に関する多数の
論文が提出される。これら論文のうち，ダムのリスク評価に関するフ
ランス（2012年に京都で開催された第80回年次例会に提出）における
基本的考え方について紹介する。
	 （水と土　第173号　2014　P.	41　企・計）

九頭竜川下流地区における水路内配管工法の事例紹介
－調査・設計から施工まで－

末永隆裕・針山裕平・海老原健二・井野元裕一・河原あゆみ

　九頭竜川下流農業水利事業所では平成11年度から用水路のパイプラ
イン化事業を進めている。当地区では，幹線水路から分水するための
管路である副管工事において現況用水路を有効活用した水路内配管工
法を採用しており，今後，他地区における更新事業においても既設水
路断面を利用する事例が想定されることから，施工技術情報の積極的
な発信を目的とし，当地区での施工実績に即した水路内配管工法につ
いて紹介する。
	 （水と土　第173号　2014　P.12　設・施）

丹後国営開発農地における若手担い手就農を
支援するための農場整備工事について

西尾吉生

　丹後国営開発農地を中心として，大規模畑作農業を行うとともに，
加工・商品開発などの農業ビジネスの展開も視野に入れた人材育成の
取組みである「丹後農業実践型学舎」の事例を紹介します。
　同学舎では，地元京丹後市と京都府が協力し，京丹後市（研修農場
確保，就農者の住宅確保），京都府普及研究部門（農業研修），京都
府土地改良部門（研修農場整備）の役割分担のもと，２年間の実践研
修により次世代の京都農業の担い手を育成しています。
	 （水と土　第173号　2014　P.23　設・施）

伊江地下ダムにおける揚水試験結果について

中司昇吾・外間　昇・北村知周

　国営かんがい排水事業｢伊江地区｣は，平成16年度に着手し，地下ダ
ムについては平成25年度までの進捗率が97％（ダム軸延長ベース）と
なっている。本文では，平成25年度に施工した東側２箇所の取水井戸
を対象とし，揚水試験を実施したので，試験結果を報告する。
	 （水と土　第173号　2014　P.34　設・施）

水路の上部空間を利用した太陽光発電設備設置の取組み
－水上浮体発電から危機管理対策へ－

綾木浩之

　太陽電池モジュールを水面に浮かべる発電の実証実験で使用した太
陽光モジュールを，実験終了後に開水路の上部空間に移設して太陽光
発電を行っている愛知用水での取り組みを紹介する。移設の目的は，
太陽電池モジュールの有効利用のみならず，環境負荷の低減，維持管
理費の軽減および危機管理対策である。平成25年度から水路施設の上
部空間での発電が始まっている。
	 （水と土　第173号　2014　P.47　設・施）
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<歴史的土地改良施設>

北海道稲作発祥の地「渡島平野」のあゆみ

横沢伸二

　米どころ渡島平野は北海道の稲作発祥の地であり，現在のように豊
かな実りがもたらされるようになったのは，多くの先人の苦闘と努力
の礎があったからである。
　その中でも国定公園大沼から豊富な暖かい水を大野平野に疎水した
ことは，大野平野の米作りを画期的に変えた。
	 （水と土　第173号　2014　P.52）

<技術情報紹介>

地盤沈下した津波被災農地の
海水侵入状況の調査とその対策

中矢哲郎・桐　博英・友正達美・瑞慶村知佳・成岡道男

　東日本大震災津波による地盤の流出や地盤沈下した農地を対象に，
津波被災後の海水再侵入の状況を，電磁探査法を利用した土壌電気伝
導度測定器である「EM38」を用いて調査を行った。調査の結果，海
に接している農地は表層より下層の塩分濃度が高く，地下からの海水
侵入が継続していることが分かった。調査結果を基に，沿岸農地にお
ける塩水侵入の対策の一つとして，圃場貯水とブロック排水手法を提
案した。
	 （水と土　第173号　2014　P.56）

平成26年度農業土木技術研究会研修会開催のご案内
　農業土木技術研究会では、時代のニーズを反映した技術力の向上と会員間の交流を目的として、下記の
予定で「平成26年度農業土木技術研究会研修会」を開催します。プログラムなどの詳細については全国連
盟ホームページ及び別途各都道府県担当者宛に案内チラシを配布致しますのでご覧下さい。

  記
１．日　　時 平成27年1月27日（火）　10時～16時30分
２．場　　所 東京都千代田区北の丸公園2－1　科学技術館　地下2階
 サイエンスホール　TEL. 03－3212－8485
３．参 加 費 会　員　5,000円（機関誌｢水と土｣を毎号購読されている方）
 非会員　8,000円
４．申込方法など ①締め切り　平成27年1月16日（金）
 ②申込み先
 　　東京都港区新橋五丁目34－4　農業土木技術研究会
 　　TEL. 03－3436－1960／FAX. 03－3578－7176
 ③申込方法
 　　ファックスまたはハガキなど書面でお申し込みください。
 ④全国連盟ホームページ　http://www.n-renmei. jp
５．そ の 他 この研修会は農業土木技術者継続教育のプログラム認定を
 受けております。
 継続教育機構会員の方は申込みの際に申込書に会員番号を
 併せてご記入下さい。

科学技術館への案内図・道順
●地下鉄
　・東西線 竹橋駅下車（１Ｂ出口）
　・半蔵門線・都営新宿線　九段下駅下車（２出口）

各駅徒歩約７分 

〔案内図〕

事務局よりお知らせ
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１．Web 検索サービスの開始

　農業土木技術研究会の会員サービスの一環として，平成20年6月よりWeb上で「水と土」の検索サービスを行っ
ております。平成26年3月現在，第1号（昭和45年）から第165号までの各号を検索・閲覧することができます。

２．アクセス

　全国農村振興技術連盟のホームページ（http://www.n-renmei.jp/）の「水と土」のコーナーから，もしくは直
接，検索サービスページ（http://mizutotuti.jp/）を開いて下さい（図−1）。
　以下のトップ画面の「ログイン」をクリックし，ユーザー名（U）及びパスワード（P）を入力（図−2）して
「OK」をクリックすれば，検索画面（図−3）が立ち上がります。
　なお，パスワード等は，不定期に変更する場合がありますので，入力する際は最新号をご覧下さい。

会員向けに「水と土」のWeb検索サービスについて

図－1

図－2
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３．検索

⑴一覧からの選択
　一覧の「図書名」をクリックすると当該号が全てPDFファイルで表示されます。
　また，「目次」をクリックすると，当該号の目次が表示されます。
⑵全文検索
　目次内検索をクリックすると「目次内全文検索」の画面が立ち上がります（図−4）。
　ここでは，全文検索機能を使い，各号「水と土」の目次内にあるキーワードを手がかりに，自分が探したい報文
などの抽出を行います。
　検索方法は以下のとおりです。

図－3

図－4



—　　—6水と土　第173号　2014

　①単一単語検索
　　調べたい単語を一つ指定するだけのもっとも基本的な検索手法です。
　　　例：ダム
　②AND検索
　　	ある単語とある単語の両方を含む文書を検索します。検索結果を絞り込むのに有効です。3つ以上の単語を指
定することも可能です。単語と単語の間に	and	を挿みます。

　　　例：ダム	and	工法
　　andは省略できます。単語を空白で区切って羅列するとそれらの語すべてを含む文書をAND検索します。
　③OR検索
　　	ある単語とある単語のどちらかを含む文書を検索します。3つ以上の単語を指定することも可能です。単語と
単語の間に	or	を挿みます。

　　　例：ダム	or	工法
　④NOT検索
　　	ある単語を含み，ある単語を含まない文書を検索します。3つ以上の単語を指定することも可能です。単語と
単語の間に	not	を挿みます。

　　　例：ダム	not	工法

４．会員申し込み

　トップページの「入会の申し込みはこちらから」をクリックすると入会案内・手続きのページが表示されます。
　ここでは，入会申込みフォームを使ってWeb上での入会申し込みが出来るほか，FAX・郵便用の申込用紙をダウ
ンロードすることが出来ます（PDFファイル）。

図－5
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　1972 年にローマクラブが「成長の限界」を公表し，世界の人々に警告を発した。現状が続けば，人口増加と地球
環境の破壊，さらには資源の枯渇などで，人類の成長は限界に達するという警鐘を鳴らしたのである。そのローマ
クラブの作業に参加していた科学者が，2012 年に 40 年後の世界について予測した「2052」という著作が出版され
ている。
　「2052」では，40 年後の世界における二大リスク要因は貧困と気候変動であるとして，以下のような事象を予測
している。
　・	資源枯渇，汚染，気候変動，生態系の損失，不公平といった問題を解決するために，GDPのより多くの部分を
投資に回す必要が生じる。

　・	資源枯渇と気候変動の問題は，2052 年までは壊滅的なものにはならない。しかし，21 世紀半ば頃には歯止めの
利かない気候変動（気候変動の自己増幅）に人類は大いに苦しむことになる。

　・	気候変動の自己増幅とは，現在の温暖化がさらなる温暖化を招き，その影響でますます温暖化が進むこと。た
とえば，ツンドラの南の縁が溶けることで，強力な温室効果ガスであるメタンが放出されて気温が上昇し，さ
らにツンドラが溶けるというものである。

　・	工業化前の時代（1750 年頃）に比べて，平均気温は 2052 年には約２度上昇する。気温が２度上昇すると，気
温と大気中のCO2 濃度が上昇するせいで高緯度地域では食料生産と森林の成長が促進され，生態系は両極方向
と標高が高い地域へ移動する。加えて干ばつ多発地域ではさらに干ばつが，降雨量が多い地域ではさらに雨が
増え，異常気象（集中豪雨，酷暑）が頻発し，氷河と北極海の海氷が溶け，海面は上昇し，また海水の酸性化
が進む。

　ここで，気候変動に伴う環境破壊や資源枯渇について，わかりやすい指標がある。エコロジカル・フットプリン
トとバイオキャパシティである。
　エコロジカル・フットプリントとは，人間が地球に与える負荷を計測し，人間による資源の消費と汚染の影響を
定量化したものであり，
　　①人間の食料を生産するのに必要な土地の面積
　　②牧畜用の面積，漁場の面積
　　③都市や道路などのインフラの建設に必要な木材を育てる土地の面積
　　④エネルギー生産によって排出されるCO2 の吸収に必要な森林の面積
の総量である。
　2010 年のエコロジカル・フットプリントは 1970 年から倍増しており，地球のバイオキャパシティ（環境収容力）
より 40％も高い。
　バイオキャパシティとは，人間が必要とする穀物，肉，木材，魚，都市空間，エネルギーを産出するために，地
球が提供し得る面積であり，現在はその 1.4 倍に相当する土地を使用している。しかも，バイオキャパシティには，
他の生物が必要とする土地については考慮されていない。
　このような，現在のオーバーシュート（需要超過）が成り立っているのは，実際にはCO2 はすべて森林に吸収さ
れていないからであり，残りのCO2 は大気中に蓄積され地球温暖化が進行している。

　ではどうすれば良いのか。
　具体的には，今後 40 年間で国際社会は，以下に掲げる課題のために新たな投資をしなければならなくなる。

【巻頭文】

「40年後の世界」

鈴　木　浩　之＊

	 （Hiroyuki	SUZUKI）

　＊東北農政局整備部次長
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　・石油，ガス，リンなど乏しい資源の代わりとなるものを開発し導入する。
　・フロンガス，二酸化硫黄，窒素酸化物，温室効果ガスなど有害な排出物の解決策を考案し導入する。
　・	氷河の水，地下から汲み上げる農業用水，魚類タンパク質など，かつてはただで手に入れていた自然の恵みの
代替となるものを見つける。

　・	原子炉を廃炉にする，沖合の石油掘削施設を撤去するなど，過去の人類の活動によって蓄積されたダメージを
修復する。

　・海面上昇などの対策を講じ，未来の天候被害を抑える。
　・異常気象によって破壊された不動産やインフラを修復し，インフラの平均耐用年数の短縮を埋め合わせる。

　日本のエコロジカルフットプリントは世界平均の 1.5 倍であり，地球環境に大きな負荷をかけている状況にある。
エコロジカル・フットプリントを減らすためには，できるだけ地域の資源を活用してエネルギー・食料を自活する
ことが求められる。その際に，安価なエネルギー・食料を海外から輸入することに比べればコストが高くなること
もあるだろうが，持続可能な社会を構築するためのコストとして認識することが必要である。
　近視眼的に低コスト，効率化だけを重視して社会制度を構築していると，40 年後には気候変動と資源枯渇で大き
なリスクに直面することになる。すでに気候変動による集中豪雨の増加と土砂災害の頻発など，日本国内でもその
リスクは一部で顕在化している。課題解決に向けた道筋は多難だが，持続可能な社会制度の構築，気候変動への適
応策の検討を，「水と土」のインフラを守る立場として真剣に考える時を迎えている。
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２．調査の内容

（１）施設の概要
　三島ダムは，房総半島南部の鋸山，清澄山に連なる
房総丘陵から東京湾に注ぐ二級河川小糸川の上流部
に，かんがいを目的として造成された中心コア型アー
スダムである。
　ダム施設は，昭和 18 年から昭和 43 年に建設さ
れ，君津市・富津市の小糸川沿岸に展開する水田地帯
1,607ha のかんがい用水源として，基幹的な役割を果た
している農業水利施設である。なお，湖面は，湖面利
用の協定を結び年間を通して釣り客に利用されている。
　取水設備の構造は，コンクリート取水塔型多孔
式ゲートで，上部から No.１，２，３孔の取水塔内側
に B=1,320 × H=1,160 のスライドゲート，最下部の
No.４孔にφ 1,000mmのバタフライバルブが設置され
ている。
　本施設は，県企業庁（工業用水）との共用による取
水量増に伴い，昭和 47 年に取水塔改良工事として，
既設取水塔に新たな取水ゲートが設置された。その後，

１．はじめに

　三島ダム取水施設は築造後 45 年を経て，経年変化
による機能低下や劣化が顕著である。取水施設を更新
するため機能診断調査を行ったが，本ダムは，年間を
通じて水位を確保しておかなければならないことか
ら，水面下の不可視部分は可視部分と同程度の劣化度
と推定し，事業計画を策定した。事業実施にあたり，
不可視部分の劣化状況の把握が必要であることから，
潜水調査を実施したので，調査概要と留意点等につい
て報告する。

【報　文】

目　　次

既設構造物の潜水士による調査について
（基幹水利施設ストックマネジメント事業　三島ダム地区）

鈴　木　奈美子＊

	 	 （Namiko	SUZUKI）

３．おわりに		 ……………………………………… 11１．はじめに		 ……………………………………… ９
２．調査の内容		 …………………………………… ９

　　＊千葉県君津農業事務所	 （Tel．0438−22−6250）

項目  数量  

ｍ7.721 長堤

ｍ3.52 高堤

総貯水量  5,400 千ｍ 3

ah41.62 積面域流

表－１　三島ダム概要

写真－１　三島ダム湖 三島ダム

千葉県

図－１　位置図
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（４）潜水調査結果
　１	）調査地点①No.２孔呑口周辺部，及び調査地点
②No.３孔呑口周辺部スクリーンは，多少のサビ
こぶが見られたが破損，変形等はなし。取水塔外
側コンクリートは，多少の骨材露出はあったが目
立った欠損等もなく問題ない。

　２	）調査地点③No.４ゲートは，ゲートに多少のサ
ビがある。取水塔内側コンクリート状況は，健全
な状態。

　３	）調査地点④取水塔下流側導水管は，スクリーン
に多少のサビがある。

　４）調査地点⑤堆砂状況は，No.４孔前に堆砂がある。
　５	）調査地点⑥浮き桟橋下部の網場は，全体的に損
傷はなし。

　以上の調査結果より，事業計画どおり，可視部分と
同様の更新内容で対応可能であることを確認できた。
ただし，No.１, ２, ３の取水管及びスクリーンは，ステ

開閉装置のオーバーホール及び機側操作盤の更新は実
施されているが，経年変化による機能低下や劣化（水
密ゴムの摩耗による漏水，鋼材の錆等）が顕著となっ
ている。

（２）調査の必要性
　既設取水設備は，平成 21 年度に機能診断調査及
び機能保全計画策定時に調査を行ったが，No.２孔・
No.３孔の取水塔湖面側呑口，スクリーン及び導水管，
No.４ゲート弁体・弁箱は水面下のため調査を実施し
なかった。不可視部分の評価について，〔農業水利施
設の機能保全の手引き〕では，診断結果から求めるも
のが，診断コストに見合うものかを検討する必要性を
唱えている。　
　機能診断調査時には，No.１孔周り，No.２及びNo.３
ゲート本体の調査（調査時は取水塔内部の水位を下げ
た）が可能であり，可視部分と不可視部分の施工時期
が同一であったため，劣化状況も同等と判断し，不可
視部分は調査を行わなかった。しかし，実施設計段階
においては，不可視部分の施設の状況が，施工計画や
工事工程に影響を与えると判断し，未調査箇所の現況
目視確認として潜水調査を行うこととした。
（３）潜水調査内容
　１）調査日時：
　　平成 24 年 10 月 19 日 10 時～ 16 時
　２）調査時貯水位：
　　WL.77.63m（満水位から 4.37m下がり）
　３）調査班体制：
　　	調査員（潜水士）１名，地上作業員２，３名，そ
の他数名

　４）通信状況：
　　	潜水士に装着されたカメラの映像を地上モニター
にて確認，潜水士と地上作業員の通話は随時可能

　５）記録撮影：
　　潜水士が水中カメラにて撮影

総事業費  380,000 千円  

事業工期  
平成 24 年度～  
平成 29 年度  

事業対象施設  事業量  

取 水 
設 備 

取水ゲート 更新  ４門

導水管  塗装  １ヶ所

ずい道  Co 吹付  １式

余水吐  
側水路  
放水路  

補修補強  １式

ダ ム 観
測機器  

地震計  更新  ２基

水圧計  更新  ４基

表－２　三島ダム地区事業概要

図－２　取水設備断面図
丸数字は調査結果の該当箇所

写真－２　潜水士
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ンレスに更新することになっていたが，今回の調査，
並びに機能保全コスト算定により，No.２取水管は再
塗装し継続利用，No.３取水管及びスクリーンは現況
利用可能と判断し，工事を実施しないこととした。さ
らに，No.４孔の呑口前には堆積物があることが判明
したため，想定堆砂状況から除去方法を検討し，施工
時に支障となる堆砂除去工を工事に追加した。

３．おわりに

　本地区の潜水調査により必要な成果を概ね得られた
が，本調査は，水の濁り具合や作業スペースなどによっ
て調査環境が変わりやすいため，事前に十分な現地調
査が必要である。
　また，実施設計段階での調査は，その結果によって
事業費の増減や当初計画にない工事の追加など事業計
画の変更が生じ，多くの時間と労力を費やすことにな
るため，機能保全計画策定時に詳細な調査が必要であ
る。さらに，機能保全計画策定時に既設設備を十分に
調査することは，農業水利施設を長寿命化させる効率
的な更新整備や維持管理を計画するために欠かせない
と考える。
　本事案を踏まえ，君津農業事務所管内では，管内の
農業用ダム（戸面原ダム）において，機能保全計画策
定時に潜水調査を実施した。

写真－３　スクリーン
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平成 28 年度の全面供用開始に向けた工事進捗に努め
ている。また，事業費軽減の視点から施工に係るコス
ト縮減にも鋭意努めているところである。
　ここで，今回紹介する水路内配管工法は，現在主要
幹線と共に工事を進めている副管施工の主要工法であ
り，今後，他地区における更新事業においても既設水
路断面を利用する事例が増加していくことが想定され
ることから，本報では施工技術情報の積極的な発信を
目的とし，当地区での施工実績に即した水路内配管工
法について紹介する。

２．工法概要と採用経緯

（１）工法概要
　水路内配管工法は，既設の三面張り用水路内にパイ
プラインを布設し，用水路天端まで埋め戻しを行う工
法である。この工法は，施工断面を決定する際に現況
用水路の幅，高さ等に起因する断面制約を満足する必
要があるが，現況用水路を有効活用するため，現況用

１．はじめに

　国営九頭竜川下流地区は，福井県九頭竜川下流の福
井市外２市１町にまたがる福井・坂井平野に位置し，
稲作を中心とした受益面積 11,642ha に及ぶ大規模で
先鋭的な一大穀倉地帯を形成している。しかし，昭和
20 年代から進められてきた土地改良事業によりコンク
リート補修が重ねられてきたコンクリート開水路網で
は，築造後相当の年数が経過していることから，著し
い老朽化が進んでおり，用水の利用や施設の維持管理
に支障をきたしている。また，本地区では九頭竜川へ
の塩水遡上による農地塩害や都市化・混住化の進展に
伴う生活雑排水の流入による水質の悪化等，施設の老
朽化以外にも農業振興を阻害する要因が多数存在して
おり，安定的な食料供給基地としての機能維持や，今
後の地域農業の発展のためにもこれらの課題を解消
し，安定した農業用水の供給を確保することが望まれ
ている。このため，老朽化した開水路をパイプライン
化し効率的な水配分を可能とすることで，維持管理費
の軽減や地域用水機能の増進を図るのが本事業の目的
である。（図−１）
　本事業は平成 26 年度時点で主要幹線である河合春
近・高椋新江・九頭竜川左岸での工事を進めている。
また，十郷・春江北部・芝原路線においては既に一部
供用を開始しており，事業効果を早期に発現させつつ，

【報　文】

目　　次

九頭竜川下流地区における水路内配管工法の事例紹介
−調査・設計から施工まで−

末　永　隆　裕＊　針　山　裕　平＊＊　海老原　健　二＊＊＊

	 （Takahiro	SUENAGA）	 （Yuhei	HARIYAMA）	 （Kenji	EBIHARA）
	 井野元　裕　一＊＊＊＊　河　原　あゆみ＊＊＊＊

	 	 （Yuichi	INOMOTO）	 （Ayumi	KAWAHARA）

５．施工手順		 ……………………………………… 15
６．施設の維持管理について		 …………………… 16
７．まとめ		 ………………………………………… 16

１．はじめに		 ……………………………………… 12
２．工法概要と採用経緯		 ………………………… 12
３．事前調査		 ……………………………………… 13
４．基本設計について		 …………………………… 14

　　　＊農林水産省農村振興局農村政策部農村計画課
　　　　農村政策班	 （Tel．03−6744−2203）
　　＊＊北陸農政局西北陸土地改良調査管理事務所
　　　　	 （Tel．0761−21−9911）
　＊＊＊農林水産省農村振興局整備部設計課
　　　　計画企画班	 （Tel．03−6744−2201）
＊＊＊＊北陸農政局　九頭竜川下流農業水利事業所
　　　　	 （Tel．0776−68−5500）

図－１　事業地区概要図
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（２）排水処理
　本地区の既設用水路には，農業排水や隣接する宅地
排水等が流入しているため，施工後の排水を処理する
ための手当てが必要となる。地域排水の処理において
は，水路が位置する関係自治体等との施工前からの十
分な連携が必要であり，整備後の排水路管理について
よく協議した上で施工を行う必要がある。また，個々
の排水流入口の位置を調査し，確実に排水路に接続し
ておかないと近隣関係者との間でトラブルに発展する
ケースもあるため，十分に留意する必要がある。
（３）施工ヤードの配置位置
　本工法の採用経緯でも述べたとおり，施工において
はヤード用地の確保が困難なことが多く，かつ宅地化
が進んでいることから，施工ヤード用地とするため近
隣農地の有無や広さ，並びに近接物の状況を確認する
ことが必要である。また，後述のとおり本工法におい
ては流動化処理土を管体基礎材とする埋戻し工法と相
性が良いため，流動化処理土打設の施工性の観点から
ヤード間隔についても十分に検討し，実施工が効率的
に行えるよう施工ヤード配置を計画することが求めら
れるほか，製造プラントでは土砂及びセメント系固化
材を取り扱うため，飛散防止や振動・騒音に留意し対
策を講じる必要がある。（写真−３）

水路を取り壊す必要が無く，掘削や土留めに係る土工
費用を軽減することが可能なほか，振動・騒音などの
周辺環境への影響も小さい。また，資材の運搬などに
現況水路内での片押し工法を採用することで開削工法
のように管路施工に平行して長距離に及ぶ施工ヤード
を必要とせず，宅地化による施工ヤード確保が困難な
地域でも施工が可能というメリットがある。（写真−
１）

（２）九頭竜川下流地区における採用経緯
　副管とは，基幹的用水路をパイプライン化した際に，
パイプライン線形が既存用水路から外れたことで既設
用水路の取水口から用水を供給できなくなる部分につ
いて，その機能を確保するため幹線パイプラインから
分水し現況の取水口まで接続するための管路である。
　副管の施工においては，取水口位置の変更などで現
況用水系統を変えないことや，掘削などの土工費用や
土留め等の仮設経費等の縮減を図る必要があるほか，
現況用水路が宅地化の著しい混住化区間を通過してい
ることから，工事に必要な用地確保が困難かつ騒音振
動等による周辺生活環境への配慮が必要な施工条件で
あり，上記のメリットを鑑みて水路内配管工法を採用
することとしたものである。

３．事前調査

　本工法は，既設用水路を利用することから，設計・
施工に際して現況水路の状態を事前に確認しておくこ
とが重要である。確認事項は下記のとおりである。
（１）水路の健全性（老朽化状況）
　水路の健全性確認手法として，側壁や底版の損傷の
有無を目視確認するほか，打音検査や管体の浮上防止
バンドを設置する観点から水路底版の引張強度を確認
した。なお，健全性に課題がある場合，事前に補修を
行うが損傷が著しい場合には底版部の取り壊しや必要
強度を確保するための嵩上げコンクリートを打設する
ことも検討する。（写真−２）

写真－１　住宅地内の現況水路

写真－２　既設水路壁の損傷状況

写真－３　流動化処理土製造プラント
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いて基礎材１m3 当たりおよそ 2.8（千円）のコスト縮
減を実現している。（図−２）

③構造計算
　ここで，基礎材としての流動化処理土は，実証試験
による性状評価により「礫質土」相当として扱い，構
造計算等は現行の設計基準に基づいて行っているもの
である。
（２）管体施工方法の選定
　通常の開削工法ではバックホー及びクレーンを使用
した施工となるが，現況用水路脇に十分な施工ヤード
を確保できないため，現況用水路内部を利用し管体の
運搬及び布設を行う工法として「台車付きバッテリー
カーによる施工」を採用している。この工法は，あら
かじめ水路内に軌条（レール）を設置し運搬する工法
と，バッテリーカーと台車に車輪を装着する工法の２
通りあるが，周辺が住宅街であるためレール設置時の
騒音を考慮し，車輪式の工法を採用している。（写真
−４）

　ただし，施工ヤード配置や布設する管体の口径が小
さい場合においては人力運搬・布設の方が経済的かつ
現実的なこともあるため，注意が必要である。なお，

４．基本設計について

　水路内配管工法の設計においては，一般的なパイプ
ライン工事と同様に「土地改良事業計画設計基準−パ
イプライン」に準拠して行うこととするが，以下に本
地区での施工における具体例を記載する。
（１）管体基礎の選定
　本地区の水路内配管工法では，流動化処理土という
他工事で発生した掘削土に水，固化材（セメント）を
練り混ぜた流動性のある材料を採用しており，その採
用理由は次のとおりである。
①施工性
　管体基礎材として一般的な砂や砕石を用いた場合，
水路内配管工法を選定するような地区では現況水路沿
いからの材料投入が不可能であり，運搬においても施
工性が悪いが，流動化処理土の場合はポンプ圧送によ
り１箇所から長延長の施工が可能である。ただし適切
な品質を確保するための圧送距離は概ね 250m程度と
いう限界があり施工ヤードの配置計画には留意が必要
である（ただし，この圧送可能距離は流動化処理土の
母材によって異なる）。また，水路内への配管は，現
況水路断面の制約を受けるため，水路幅によっては管
側部の余裕幅が狭くなり，従来の締固め工法では基礎
材の転圧が困難な箇所が生じるが，流動化処理土はそ
の材料特性として流動性を有するため管側部のような
狭小部にも管体基礎を充填することが可能となる。
　さらに，充填後は固化することで自ら強度を発現す
るため締固めが不要であり，工期を短縮することが可
能となるほか，管底部における施工時の転圧不足によ
る管体への局所的な集中応力・ひずみが生じにくくな
るというメリットも，本地区における現地実証試験よ
り確認されている。ただし，流動化処理土の基礎材と
しての品質を確保する観点から母材として利用する土
砂については，製造プラントを閉塞させてしまう粒径
（概ね 40mm以上）の礫混じり土砂は採用しないよう
注意が必要である。また，流動化処理土の打設時に管
体に浮力が発生するため，浮上対策として浮上防止バ
ンドの設置計画や打設手法等の検討が必要である。
②経済性
　他工事からの現場発生土を流動化処理土の母材とし
て有効活用することで，建設発生土の処分費を軽減す
ることが可能となる。本地区での具体的な取り組みと
しては，シールド工法（泥水式シールド）での施工に
よって発生した脱水ケーキを流動化処理土の母材とし
て活用している。この脱水ケーキは産業廃棄物として
通常であれば有価処分するところを，曝気などによっ
て再生可能な状態とした上で流動化処理土の母材に使
用している。このことにより，産業廃棄物の処分費用
を軽減することが可能となり，当地区では実施工にお

図－２　発生土流用イメージ

写真－４　バッテリーカーによる運搬
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う左右均等に打設する必要があり，また，流動化処理
土打設後の養生期間中は打設面の雨水排水処理などの
対策を行う必要がある。
　また，流動化処理土の品質管理について，当地区に
おける流動化処理土の品質管理は（表−１）のとおり
であり，ここでは一軸圧縮強度（σ 28）について記載
する。目標とする強度は，「流動化処理土利用技術マ
ニュアル（土木研究所）に基づき基礎材の一軸圧縮強
度（σ 28）が 200kN/m2 以上となるよう設定しており，
基礎材としての要求品質を満足するための配合設計が
重要となる。
　配合については，現場にて供試体を作成し，一軸圧
縮強度等が所定の数値を満足する配合を採用する。こ
こではセメント系固化材の添加量を変えた供試体を数
パターン準備し 28 日強度を確認することとしている
が，流動化処理土の母材によっては発現強度にばらつ
きが生じることが確認されている。（図−３）

　当事業所では，同年度に複数の関連工事を発注して
いたため，工事間での試験結果を照合し，仮に最低値
の強度が発現した場合でも 200kN/m2 を下回ることの
ない配合を採用している。ただし，固化材量を多くす
ると強度が発現し過ぎてしまう場合もあり，とう性管

当地区で採用した際の施工口径はφ 1,350mmである。

５．施工手順

（１）現況水路内の清掃
　施工前に，現況水路内の清掃を行う。この時に現況
水路の断面内を確認し，破損が確認された場合は補修
を行う。また，設計図書等に記載のない排水流入管な
どの有無についても確認を行う。
（２）仮廻し排水管の設置
　施工時の雨水や周辺排水を，施工現場内に流入させ
ないよう仮廻し排水管にて下流へ送水する。
（３）排水路の設置
　施工条件，計画排水量，経済性等から検討した排水
路を設置する。なお，副管設置後は，仮廻し排水管に
接続していた宅地排水管等を新設排水路に切替え，仮
廻し排水管を撤去する。
（４）管体の布設
　管体は施工ヤードからバッテリーカーを使用して現
況水路内を運搬する。なお，運搬に支障をきたす段差
等がある場合はコンクリートにてスロープ等を設置す
る必要がある。また，管体の水路内運搬時は水路壁へ
のクッション材（ゴム板等）を設置など，資材を現況
水路側壁に当てないよう留意する。ここで管接合は施
工箇所が狭小であり，外面接合が困難であることから
内面接合を行う。
　管接合後は浮上防止バンドを設置するが，その際に
は管底が点支持にならないように管体の既設水路底へ
の直乗せは避ける。実工事では管体基礎と同等の材質
（流動化処理土で造成した土のうや砕石）にて調整を
行ったり，ゴム板を緩衝材としたりするなど対策を講
じた。（写真−５）

（５）管体基礎の打設
　流動化処理土の打設に当たっては，管体の浮上及び
偏圧による中心線のズレが生じないよう，十分対策を
とる必要がある。打設時は管体に偏荷重を与えないよ

写真－５　浮上防止バンド設置状況

項　目 要求品質

一軸圧縮強度

フロー値　※1

ブリージング率　※2

密度

σ28 200kN/m2以上（目標値）

160mm以上

3％未満

規定なし
※1　流動化処理士の流動性を表す数値。値が大きい方が流動性がある。
※2　流動化処理士の材料分離抵抗性を表す数値。値が大きい方が分離する割合が大きい。

表－１　流動化処理土の要求品質

図－３　流動化処理土の配合試験結果
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７．まとめ

　本報では本地区で施工した水路内配管工法につい
て，事例紹介の形をとりながら事前調査・設計から施
工までを解説した。水路内配管工法については，全国
でも実績は少なく施工に係る十分な技術情報の蓄積が
なされていない状況ではあるが，農業農村整備事業の
在り方が従来の新設から既存施設の更新へと移ってい
く中で，今後ますますその有用性を発揮するものと考
えている。
　当事業所では，引き続き有効技術の積極的な活用を
通して施設の安全性・機能性を高めていくとともにそ
の施工技術の適切な発信を進めていくこととしてお
り，本事業にて造成した農業用水利施設が今後とも地
域から愛され末永く引き継がれていく貴重な地域資産
となるよう取り組んでいきたい。

としての機能が発揮されなくなることや再掘削など将
来の維持管理の支障とならないよう最大発現強度を
500 ～ 600kN/m2 程度とすることに注意が必要である。
　また施工時においては，管体基礎打設日毎に現地で
供試体を作成し，打設した管体基礎の一軸圧縮強度（σ
28）が所定の数値を満足しているか確認することとし
ている。ここで供試体は室内ではなく現場と同じ条件
で養生を行うのが望ましい。また，ブリージング率及
びフロー値，密度についても打設日毎に試験を行い，
所定の品質を確保しているか確認する。
　続いて管体の浮上防止のための複数層打設につい
て，流動化処理土が固化するまでの浮力及び固化後の
管体との隙間へ水が浸入することによって発生する
浮力による管体の浮上が懸念される。（写真−６）そ
こで浮上防止バンドの設置に加え，管体自重が浮力に
対抗できるよう１層の打設高さを決定する。（本工事
18cm～ 30cm／層：7層）
　なお，施工時には浮上の有無を確認するため管頂高
さを測定管理する。

（６）天端コンクリートの打設
　現況水路内への雨水等の流入防止及び，流動化処理
土の風化・劣化を防ぐため上面にコンクリートを打設
する。

６．施設の維持管理について

　造成したパイプラインの維持管理については，現況
水路沿いに公道などの道路があることが望ましいが，
これまで記述したとおり宅地化が進む地区であるた
め，場所によっては水路沿いに管理用道路が設置でき
ず維持管理及び緊急時の対応が困難となるケースが懸
念される。そのため，管を布設した現況水路の上部を
管理用道路として利用することで維持管理や緊急時の
迅速な対応を可能とした。ただし，このときは維持管
理用車輌が管直上部を通行できる上載荷重を考慮した
構造設計を行うことが必要となる。（写真−７）

写真－６　複数打設の様子

写真－７　管理用道路の様子
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長 666,499 ｍの海岸線を有している（表−１参照）。所
管別では国土交通省（港湾局，水管理 ･国土保全局），
農林水産省（水産庁，農村振興局）及び国土交通省と
農林水産省の共管区間があり，本県の土地改良担当部
局では，このうちの農村振興局所管及び共管区間の管
理を行っている。共管区間とは，国土交通省所管の堤
防に，土地改良事業により設置された海岸樋門や排水
機場の樋管が存在しているため共同で管理している区
間を言う。

　本県の海岸のうち，本地区（全延長 4,839m）は国土
交通省水管理・国土保全局の所管が 4,639 ｍ，農林水
産省との共管区間が 200 ｍとなっている。

３．海岸堤防の耐震設計

　平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災以降，
全国的に津波・地震対策に対して注目が集まっており，
本県も県独自で作成した海岸堤防耐震設計のフローに
基づき耐震対策を進めているところである（図−２参
照）。
　本地区の海岸堤防下には砂質土層が広がっており，
耐震性評価を行った結果，液状化により堤防が約 5.5
ｍ沈下し，沈下後の堤防天端高さはTP+1.0m 程度と
想定されている。本地区海岸における東海・東南海連
動地震による想定津波高はTP+2.3m であることから，
この地震により津波が到達した場合，津波は堤防を乗
り越え，背後地に大きな被害を及ぼす恐れがある。
　このため，本地区海岸において，当方農林水産部に
より耐震対策工事を行っているところである。

１．はじめに

　吉
よしざき

前・神
じん の

野新
しんでん

田地区（以下，本地区とする）は愛知
県豊橋市神野新田町に位置する海岸堤防である（図−
１参照）。

　神野新田町は明治時代に干拓により開発された土地
であり，現在でも約 800ha の農地が広がる農業地帯
である。また，国道 23 号線バイパス（名豊道路）も
地区内を走っており，工業・生活交通の要所となって
いる。しかしながら，昭和 34 年の伊勢湾台風を始め，
たびたび災害に見舞われており，海岸堤防は本地域を
守る上で重要な防災施設である。

２．愛知県の海岸堤防

　本県は三河湾，伊勢湾沿岸及び遠州灘沿岸に総延
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おり，液状化層を貫いて下部の轢質土層まで根入れす
るように設計されている。
　地震が発生し液状化が生じた場合でも，二重鋼矢板
構造物は支持層まで根入れしているため沈下が生じ
ず，堤防天端高を想定津波高よりも高く維持できる設
計となっている。

イ）浸透固化処理工法
　浸透固化処理工法（以下，本工法とする）は薬液注
入工の一種で，液状化が予想される砂質土層に対して，
溶液型の薬液を浸透注入することにより地盤を固化し
液状化を防止する地盤改良工である（図−４参照）。
本工法の主な特徴としては以下の３点が挙げられる。
①薬液が長期的に劣化しない
②構造物下でも施工が可能である
③環境への影響が小さい

　一つ目の特徴は，薬液が劣化しないことである。一
般的な薬液注入工で使用される薬液は，セメント系等
の非薬液型・懸濁型もしくは水ガラス系の溶液型であ
る。かつては高分子系薬液を用いて施工することも
あったが，環境汚染が問題となった経緯より現在では

４．工法の選定

　本地区は地表直下より約 8ｍの砂質土層があり，こ
の部分が液状化することで堤防が沈下すると想定され
ている。
　本地区の耐震対策工事は，液状化による堤体の沈下
を防ぐことを目的としている。耐震対策工としては，
サンドコンパクション工法や地盤改良工法，鋼矢板工
法などが考えられるが，豊橋海岸においては施工性・
経済性を考慮した結果，二重鋼矢板工法を標準工法と
して選定した。
　しかしながら，海岸樋門や排水機場の樋管が設置さ
れている区間では矢板を打設することができないた
め，耐震対策工事を行わなかった場合，構造物部分が
沈下し，堤防としての機能を維持することができなく
なってしまう。そのため，この区間においては施工性
を考慮した結果，薬液注入工（浸透固化処理工法）を
選定した。
ア）二重鋼矢板工法
　二重鋼矢板工法とは，２列に打設された鋼矢板頭部
をタイロッド等で連結し，砂質土で中詰めを行った構
造物を作るものである（図−３参照）。構造物は重力
式構造物のように安定性があり，遮水性も優れること
から護岸，仮締切，防波堤等に利用されることが多い 2）。
　本地区においては長さ 16.5 ｍの鋼矢板を長さ４ｍの
タイロッドで結んでいる。矢板長は波力による転倒に
対する抵抗力，及び支持層までの距離により設定して

図－２　海岸堤防耐震設計のフロー
図－３　二重鋼矢板工法断面図

図－４　浸透固化処理工法断面図
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５．浸透固化処理工法の施工手順

　本工法は以下の手順で施工を行う。
①事前調査
②準備工
③削孔
④薬液注入
⑤事後調査
ア）事前調査
　事前調査は，実際の施工地盤の状態や性質を把握し，
現場条件に合致した施工計画を設定することを目的と
して行う。事前調査では，土質試験と限界注入速度試
験を行う。
a）土質試験
　土質試験では土壌の性質把握のための試験及び室内
配合試験を行う。試験には実際に施工する地盤の土が
必要となるため，ボーリング調査及びサンプリングを
行うことになる。性質把握のための試験では含水比試
験や粒度試験等一般的な室内土質試験を一通り行う。
室内配合試験では，現地の土と薬液を練り合わせて供
試体を作成し，一軸圧縮試験により目標強度を発揮す
るために適した薬液の配合率を決定する。本地区では
目標強度を 60kN/m2 と設定している。
b）限界注入速度試験
　本工法の施工に先立ち，現地でのボーリング孔を利
用して，薬液の注入速度を決定する限界注入速度試験
を行う。浸透固化処理工法では，地盤に割裂の生じな
い最低限の圧力で自然の浸透圧を利用しながらの薬液
注入を行うため，地盤に割裂の生じる限界注入速度を
把握する必要がある。試験方法は，実際に施工する際
に使用する設備を使用し，ポンプにより徐々に圧力を
高めながら地盤に割裂が生じるまで水を注入してい
く。割裂が生じると圧力計の測定値が急に落下するた
め，その直前のもっとも効率的に注入できる注入速度
を限界注入速度として設定する。本地区においての限
界注入速度は 18ℓ /min であった（図−７参照）。実
際の施工は，割裂が確実に生じないよう，余裕をもっ
て 15ℓ /min の注入速度で行っている。

使用が禁止されている。水ガラス系の薬液は経年劣化
する性質があり，主に止水を目的として仮設的に行う
ことが多い。一方，本工法で使用する薬液は，水ガラ
ス系薬液の耐久性に改良を加えた，特殊シリカ系と呼
ばれる薬液を使用するため長期的に劣化しない（図−
５参照）。

　薬液の耐久性に悪影響を及ぼすものは，水ガラス成
分中のナトリウム分（Na2O）であるといわれており，
これによりグラウトのシリカ分が失われることによる
ものとされている。シリカ分が十分に残留した改良土
層においては，長期的な耐久力があるということが日
本グラウト協会による実験で証明されている 4）。
　二つ目の特徴として，地上構造物への影響が小さい
ということである。一般的な薬液注入工法では薬液を
高圧で土中へ注入するため，隆起や割裂等が生じ構造
物下への施工は適さない。しかしながら，本工法では
地盤に割裂を生じない程度の低圧で自然浸透を利用し
て薬液を浸透させるため，地盤への影響がほとんどな
く，地上に構造物があっても影響を及ぼすことなく施
工することが可能である。
　三つ目の特徴は，環境に対して安全であるというこ
とである。薬液注入工の環境への影響については，薬
液の使用に伴う地下水の Ph の変動によるものが最も
大きいと考えられる。特に本地区は海岸沿いであるた
め漁業への影響も懸念される。このことについて，過
去のモニタリング事例により，本工法における地下水
の Phへの影響はないということが確認されている（図
− 6）。また，薬液の直接の毒性についても試験により
毒性は低いことが立証されている（表−２）。

図－５　薬液の種類3）

図－６　水質のモニタリング事例3）

表－２　マウスの経口毒性試験結果3）
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　法面等の高所や足場の不安定な場所で施工する際
は，写真のような単管足場を設置して行う（写真−１
参照）。本地区においても，水上及び堤防の法面部で
は仮設足場を設置し，その上より削孔を行った。

　削孔後は法面の崩落を防止するため，注入外管を
ケーシング内より建込んでから，ケーシングの引き抜
きを行う。
b）薬液注入
　浸透固化処理工法は，準備工としてのスリーブパッ
カー注入と薬液注入工としての浸透固化注入の２段階
に分けて施工を行う。
　スリーブパッカー注入は薬液の逸走を防ぐために浸
透固化注入に先立ち，布スリーブにセメントベントナ
イトを注入する作業である。浸透固化処理工法の注入
外管には薬液噴出する孔と布スリーブにセメントベン
トナイトを注入するための孔が互いに設置されてい
る。布スリーブを膨らませることで，布スリーブが地
盤に密着し，注入外管に沿って薬液が逸走することを
防ぐことが出来る。施工にはダブルパッカー式の注入
装置を使用する。ダブルパッカー式注入装置とは二重
管ホースの先端にダブルパッカーの付いたもので，二
重管ホースには薬液と水を同時に通すことが出来る。
施工の際は水圧でダブルパッカーを膨らませ，所定の
位置に固定すると共に外管内での薬液の逸走を防ぎな
がら，もう一方のホースより薬液の注入を行う（図−
９参照）。
　浸透固化注入では，限界注入速度試験で設定した注
入速度で薬液の注入を行う。施工にはスリーブパッ
カー注入と同様にダブルパッカー式の注入装置を使用
して行う。注入は集中管理装置により，注入速度・注
入量・注入圧を自動管理しながら実施する。施工は下
層よりステップアップしながら行い，施工後は注入外
管を舗装等に支障のない位置で切断し，孔を埋め戻し
て完了となる。

イ）準備工
　浸透固化処理工法では現場にプラントを設置する必
要がある。浸透固化処理工法で使用する薬液は，複数
の薬液を混合した物であるが，混合した時点から固化が
始まってしまうため，施工の直前に現場で混合する必要
がある。プラントの設置には標準で約 150m2 程度の用
地が必要である（図−８参照）。プラントには各種薬液
タンク・配合設備・圧送用ポンプ・集中管理装置等を設
置する。本地区では現地での配合用水の確保ができな
かったため，これに加え仮設水道も設置している。

ウ）削孔・薬液注入
　削孔から薬液注入までの施工手順は末尾の図に記載
したとおりである（図− 10 参照）。
a）削孔
　削孔にはロータリーパーカッション式ボーリングマ
シンを標準として使用するが，現地状況に応じてス
キッド型ボーリングマシンやクローラ式ドリリングマ
シンを使用することも可能である。本地区では，堤体
上より施工を行う箇所と樋管の内部で施工を行う箇所
が存在するため，堤体上はクローラ式ドリリングマシ
ン・樋管内はスキッド型のボーリングマシンを使用し
て施工を行った。

図－７　吉前･神野新田地区における
	 限界注入速度試験結果

図－８　プラントの標準配置図5）

写真－１　足場上での削孔状況
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　材料の品質については，注入外管等の一般資材は品
質証明書及びミルシート等により確認を行う。薬液に
ついては，搬入時毎に出荷証明書及び比重試験により
品質の確認を行う。

７．おわりに

　本地区の国土交通省所管区間（4,639 ｍ）については，
平成 18 年度から豊橋海岸高潮対策事業により耐震対
策工事が始まっており，共管区間（200 ｍ）について
も平成 24 年度から工事に着手している。
　東日本大震災では想定外の規模の津波により，堤防
で囲われた地域でも大きな被害が発生している。海岸
堤防は背後に生活する人の命や財産を守るために必要
な施設である。しかしながら，どれだけ対策を行って
も，想定外の事態があるということを忘れてはいけな
いということが，東日本大震災の大きな教訓の一つだ
と思う。私たちは，想定内の事態においては被害を出
さないよう，想定外の事態においても，少しでも被害
を減らせるよう，海岸堤防の耐震対策を進めていきた
いと思っている。

【参考文献】
１）国土交通省：海岸統計（H25）
２）新日本製鐵㈱：鋼矢板	設計から施工まで（H12）
３）	㈶沿岸技術研究センター：浸透固化処理工法技術
マニュアル（H22）

４）	㈳日本グラウト協会：耐久グラウト注入工法施工
指針（H24）

５）浸透固化処理工法研究会：浸透固化処理工法
　　積算資料（H24）

エ）事後調査
　浸透固化処理工法の目標強度の確認は，不攪乱採取
試料の一軸圧縮強さによって評価を行う。試料の採取
位置は改良地盤全体の平均値を示す位置とするのが望
ましいため，改良半径の 1/2 程度の場所より採取する。
不攪乱試料が採取できない場合は，シリカ含有量試験
や原位置試験によって強度を評価することもできる。

６．浸透固化処理工法の施工管理・品質管理

　浸透固化処理工法において管理すべき項目は施工位
置，施工範囲及び使用材料の品質である。
　施工位置については，削孔の位置と削孔長で管理を
行う。削孔位置は設計位置との誤差を直接測定により
管理を行う。削孔長は調査ボーリングと同様に総ケー
シング延長と残尺長を確認することで管理を行う。
　地盤改良の施工範囲については土中となるため直接
測定は不可能である。そのため，所定の位置に設計量
の薬液が注入されたことをもって範囲内の施工が完了
したと判断する。注入量・注入速度については集中管
理装置により常時チャート用紙に記録されているた
め，これを確認することで評価を行う（写真−２参照）。

図－９　ダブルパッカー式注入装置1）

写真－２　集中管理装置
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図－10　浸透固化処理工法の施工手順1）
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　造成後，10 ～ 30 年が経過しており，担い手農家の
高齢化等により営農がされない農地が生じてきている
ことから，新たに大規模畑作農業（２ha/ 人程度）に
就農する若い担い手を受け入れるための総合的な取組
みを平成 25 年度から開始しました。
　その新たな担い手育成の取組みと研修農場整備の工
事内容について，本稿でご紹介します。

２．「丹後農業実践型学舎」の概要について

　「丹後農業実践型学舎」（表−２）は，丹後国営開発
農地を中心として，大規模畑作農業を行うとともに，
加工・商品開発などの農業ビジネスの展開も視野に入
れた人材育成の取組みです。
　地元京丹後市と京都府が協力し，京丹後市（研修農
場確保，就農者の住宅確保），京都府普及研究部門（農
業研修），京都府土地改良部門（研修農場整備）の役
割分担のもと，2年間の実践研修により次世代の京都
農業の担い手を育成しています。

１．はじめに

　丹後国営開発農地（図−１）は，京都府北端の丹後
半島において，国営農地開発事業（表−１）により開
発された農地であり，東京ドーム約 100 個分に当たる
512ha の面積があり，約 300 名の農家や農業法人によ
り野菜や茶，果樹などの大規模畑作農業が展開されて
います。京都府の一大野菜・果樹生産地帯となってい
ます。

【報　文】

目　　次

丹後国営開発農地における若手担い手就農を
支援するための農場整備工事について

西　尾　吉　生＊

	 	 （Yoshio	NISHIO）

３．農場整備工事について		 ……………………… 24
４．おわりに		 ……………………………………… 26

１．はじめに		 ……………………………………… 23
２．「丹後農業実践型学舎」の概要について		…… 23

　　＊京都府丹後広域振興局農林商工部地域づくり推進室
　　　	 （Tel．0772−62−4307）

図－１　位置図

表－１　丹後国営地区開発事業の概要

表－２　丹後農業実践型学舎の概要
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　③耕起
　根菜類も栽培するため､ 60cm の耕土深を確保する
こととし，心土の耕起を実施しています。リッパードー
ザでの施工を標準としていますが，機械の搬入経路と
なる道路幅員が狭く機械搬入が困難な工区では，施工
業者が排土板に爪を付けたブルドーザ（写真−３）を
特別に用意して実施しています。耕起は，縦横とも（写
真−４）実施しています。

　研修生は第１期生（平成 25 年度入学）10 名，第２
期生（平成 26 年度入学）9名の合計 19 名，年齢は 18
歳から 45 歳までの方々が，京都府内外から京丹後市
に移住され実践研修を受けています。　

３．農場整備工事について

（１）改良の目的
　長年の営農による土壌状態の変化や地質条件などか
ら，以下の項目の改良を主目的として整備工事を実施
しています。
　・長期営農による心土の固結による耕土深の不足
　・	風化花崗岩（マサ土）土壌の有機質不足によるリ
ル浸食・ガリ浸食の発生

　・イノシシ，シカによる獣害発生
（２）工事内容
　ほ場で生産される作物等を考慮して，以下の工事内
容としています。
　ア　耕起
　イ　石礫除去
　ウ　土壌改良材投入
　エ　砕土・撹拌
　オ　暗渠排水設置
　カ　獣害防止柵設置
（３）実施手順
　事前の土壌調査を含め，以下の手順で進めています。
　①土壌断面調査
　各ほ場について，土壌断面調査（写真−１）を実施
しています。調査に当たっては研修の一環として研修
生も参加し，研修農地の現状を熱心に学習しています。

　②刈払い
　耕作が休止されている農地では，雑草が繁茂してい
るため，機械や手刈り（写真−２）で刈払いを実施し
ています。

写真－１　土壌断面調査

写真－２　刈払い

写真－３　爪付きブルドーザ

写真－４　耕起（縦，横）



—　　—25 水と土　第173号　2014

　⑥砕土・撹拌
　土壌改良材の鋤混みを兼ねて，ディスクハローによ
り砕土（写真−８）を行っています。

　⑦暗渠排水施工
　法面下などの排水不良箇所について，高密度ポリエ
チレン有孔管で暗渠排水（写真−９）を施工していま
す。

　⑧獣害防止柵設置
　シカやイノシシの被害防止のため，柵高 1.8m のワ
イヤメッシュタイプの柵（写真− 10）を設置していま
す。メッシュピッチは 15cm ですが，地表面近く（地
上高 50cm まで）はピッチを半分の 7.5cm としてイノ
シシ被害防止の効果向上を図っています。

　④石礫除去
　スケルトンバケット（写真−５）及び人力により石
礫除去（写真−６）を行っています。

　⑤土壌改良材投入
　土壌断面調査の結果から，堆肥投入量は 10t/10a と
されましたが，経済性を考慮し，堆肥投入（写真−７）
は６t/10a とし，残る４t/10a 相当分は代替品の腐食酸
含有資材としています。

写真－５　スケルトンバケット

写真－６　石礫除去

写真－７　土壌改良材（堆肥）投入

写真－８　砕土・撹拌

写真－９　暗渠排水
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４．おわりに

　農場整備について，平成 25 年度からの２箇年で約
40ha の整備（表−３）を実施してきました。

　整備の終わった農地では，様々な研修（写真− 11）
が行われているところであり，研修用地（１～２ha/ 人）
でそのまま就農が可能で，研修終了後も引き続き指導
を受けることができます。
　今後も若い担い手の方々が各地からここ京丹後に集
い，作物生産・加工など次世代の京都農業の旗手とし
て，丹後国営開発農地を活用いただくことを切望して
います。

写真－10　獣害防止柵

表－３　農場整備工事の概要（H25,	H26）

写真－11　研修生実習状況（ニンジン灌水ホース設置）
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低下した用排水施設の機能回復により災害を未然に防
止することで，生産性の向上及び農業経営の安定を図
ることを事業の目的としている。
　当事業の水路建設では，主として推進工法，開削工
法（矢板併用），シールド工法が用いられ，今回は，
中国四国農政局管内で事例が少ない，「シールド工法
により設置された幹線水路本管に枝管を直接取り付け
た管渠部の補強」について報告する。

１．事業概要

　吉野川下流域農地防災事業は，徳島市他２市５町の
農地 5,218ha を対象とし，約 100 カ所の農業用取水口
を「柿原堰（吉野川），第十堰（吉野川），旧吉野川揚
水機場（旧吉野川）」（図−１）に統合するとともに，
幹線水路の整備と併せて関連事業で末端用水路の整備
を行うものである。このことにより，農業用水の水質
改善を図り，営農上の制約を解消するとともに，機能

【報　文】

目　　次

シールド本管から分岐（分水工部）する枝管取付部の補強について

的　場　孝　雄＊

	 	 （Takao	MATOBA）

３．北部幹線水路（大寺工区）建設工事の概要		… 28
４．シールド本管から分岐（分水工部）する
　　枝管取付部の補強について		…………………… 30

１．事業概要		 ……………………………………… 27
２．北部幹線水路について		 ……………………… 28

　　＊中国四国農政局四国東部農地防災事務所
　　　	 （Tel．088−672−5252）
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図－１　事業計画図
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するものである。総延長のうち，曲線部は計 449.09m
あり，このうち連続カーブが 197.54m（R20 含む）存
在する路線（図−３）である。また，河川横断が２ヶ
所あること及び路線のほとんどが道路下施工となるこ
とから，路面沈下等に注意した丁寧な施工が必要な工
事である。
　工事概要
　　シールド工　　　　L=912.75m
　　シールド掘進延長　L=910.75m
　　泥水式シールド機　外径φ 2,880mm
　　一次覆工　　　　　	外径φ 2,750mm　鋼製セグメ

ント（図−４）
　　二次覆工　　　　　	内 径 φ 2,200mm　FRPM 管

（内挿用，内圧管５種），鋼管
（図−４）

　　空気弁工　　　　　１カ所
　　分水工　　　　　　１カ所

２．北部幹線水路について

　北部幹線水路は，吉野川のきれいな水を里浦地区（鳴
門市）まで供給する全長 29.3km の農業用水路で，６
カ所の水位・流量調整施設（以下「１号Ｃ」他と記す）
を有する暗渠・管渠で構成され，区間最大水頭 10m以
下のセミクローズドタイプである（図−２）。
　平成 26 年度は柿原取水口から取水が開始され（図
−２），平成 30 年度事業完成に向け鋭意工事を実施し
ている状況であり，北部幹線水路（大寺工区）建設工
事は２号Ｃと３号Ｃの間の水路建設の一部を担ってい
る。

３．北部幹線水路（大寺工区）建設工事の概要

　北部幹線水路（大寺工区）建設工事は板野町大寺に
て行われ，概要としては総延長 L=912.75mのパイプラ
イン（内径φ 2,200mm）を泥水式シールドにより埋設

図－２　北部幹線水路模式図

図－３　平面図 図－４　標準断面図
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図－５　北部幹線水路（大寺工区）建設工事　縦断図
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４．シールド本管から分岐（分水工部）する
　　枝管取付部の補強について

１）板野分水工について
　北部幹線水路（大寺工区）建設工事で施工する板野
分水工は，土被り約 10m のシールド本管から分岐す
る立上鋼管（φ 800mm，上端に空気弁（φ 150）），ダ
クタイル管（φ 200mm，制水弁（φ 200））を経て既
設水路に分水する。（図−６，図−７）
　板野分水工の管埋設深（管頂EL− 6.153m）は，２
カ所ある河川横断部の管埋設深（EL− 5.839m，EL−
16.453m） と 幹 線 水 路 の 縦 断 勾 配（MAX5% ～
MIN0.05%）により決定され（図−５），分岐管立上管
部には構造物を設けず，立上管を人間が入れる最小径
としタラップを設け，空気弁・制水弁を地表の弁室に
設置し分水工敷地面積を必要最小限とした（図−６）。

２）直接分岐する枝管の構造
　枝管は，図−７のとおり本管（一次覆工：鋼製セ
グメント外径φ 2,750mm，二次覆工：鋼管外径φ
2,200mm）から立上鋼管（φ 800mm）を直接分岐す
る構造とし，二次覆工部分は工場製作の開口部付鋼管
とし，一次覆工部分は鋼製セグメント・中込材を撤去
し開口部を設置した。鋼製セグメントに開口部を設置
するにあたり必要となる一次覆工開口部の補強範囲
は，「開口径の３倍の範囲（2,400mm=800 × 3）以上※」
及び「セグメント割付計画」を考慮し 2,700mmの範
囲にセグメント桁内に切梁材を設置する補強を行い，
開口部両側セグメント部材が荷重を受け持つ構造とし
た（図−８）。
※下水道仮設設計マニュアル（東京都下水道サービス㈱）

図－６　分水平面図

図－７　分水工断面図
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３）施工手順
　分水工の施工手順は，ケコム工法※（φ 3,000 ケーシ
ング）による立坑構築後，一次覆工部の鋼製セグメン
ト・中込材を所定の大きさで撤去，二次覆工部の開口
部付鋼管（工場製作）に立上管を溶接固定し，溶接完
了後接合済分水管端部を切断，現地溶接部の内挿面を
塗装するものである（図−９及び写真１～ 15 参照）。
※	ケコム工法：下水道工事の立抗構築工法で，専用機で立抗
となる呼径φ 1,500 から呼径φ 5,000 までの鋼管を	地中に
圧入し，内部の土砂を掘削して立坑を構築する工法。

図－８　枝管取付部補強図

写真－３　セグメント露出状況（ケコム工法掘削完了）

写真－１　ケーシング建込み（ケコム工法）

写真－４　セグメント・中込材撤去状況

写真－２　掘削状況（ケコム工法）

図－９　施工フロー図



—　　—32水と土　第173号　2014

写真－11　鋼管２・３吊込状況 写真－12　巻立コンクリート施工状況

写真－７　分岐部補強板取付状況 写真－８　本管分岐部溶接状況（本管内側部分）

写真－９　鋼管１設置状況 写真－10　塗装済状況（本管内側部分）

写真－５　鋼管１吊込状況 写真－６　鋼管１溶接状況
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４）おわりに	
　北部幹線水路は，H26 年度のかんがい期においては
柿原取水口から２号Ｃまで通水している。H26 年度中
には本工事区間を経由し，南北合流工（２号Cと３号
Cの中間）までが通水可能となり，H	27 年度のかんが
い期から板野分水工において吉野川（柿原取水口）の
水使用を開始し，従来の旧吉野川からのポンプアップ
かんがいから，幹線水路によるかんがいに切り替わり，
ポンプ運転に係る電気代・ポンプメンテ費用が不要と
なる予定であり，未供用のユーザーの為にも事業の更
なる進捗が望まれている。
　北部幹線水路（大寺工区）建設工事は，平成 23 年
12 月～平成 26 年８月の約３年をかけて工事を実施し
た。本工事の施工事例が参考なれば幸いである。
　最後に誌面をお借りして，工事にご協力頂いた地元
関係者の皆様，工事に携わった受注者の皆様，工事の
バックアップをして下さった農政局・事務所の皆様に
感謝します。

写真－15　分水工全景

写真－13　立上管設置状況 写真－14　空気弁室（ケーシング撤去後）
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２．伊江地下ダムの概要

（1）伊江地下ダムの主要諸元
　伊江地下ダムは，国営規模の地下ダムとして，沖縄
総合事務局管内で６番目に建設されるものである。
　伊江地下ダムの主要諸元は，表−１に示すとおりで，
止水壁の規模は，堤長 2,612m, 堤高 55.9m, 最大施工深
度 72.5m である。

１．はじめに

　伊江島（伊江村）は，沖縄本島の本部半島より北西
約９kmの洋上に浮かぶ周囲約 22km，東西に約 8.4km，
南北は幅の広いところで約 3.6km，総面積 22.73km2 の
１島１村の離島である。（図− 1）
　伊江島は，平坦な地形を利用した畑作地帯であり，
収益性の高い花きや葉たばこ，畜産を中心に，野菜，
さとうきび等の営農が展開され，農家１戸当たりの農
業産出額は，県平均の約 1.7 倍となっている。
　しかしながら，島内には河川が無いため，畑作に必
要な用水は，降雨と既設ため池に依存せざるを得なく，
県内有数の農業地帯にもかかわらず，十分な用水手当
がなされていないことから，農業生産が不安定であり，
農業振興の妨げとなっている。
　このため，国営かんがい排水事業「伊江地区」は，
伊江島の 668ha の畑を対象に農業用水を供給する伊江
地下ダムを築造するとともに，用水路，揚水機場を整
備し，併せて関連事業により末端用水路，給水栓等の
整備を行うこととしている。
　本事業は，平成 16 年度に着手し，地下ダムについ
ては平成 25 年度までの進捗率が 97％（ダム軸延長ベー
ス）となっている。
　地下ダムからの取水は，取水井戸（管井）より揚水
するが，琉球石灰岩で構成する貯留層の性状は不均質
であり，取水井戸の設置箇所によっては利用水深や透
水係数等の取水条件が異なるため，取水井戸設置後，
揚水試験を行い，取水量と地下水降下量の関係等を把
握し，取水能力を確認することが必要である。
　本文では，伊江地下ダム東側取水井戸２箇所におい
て，揚水試験を実施したので，試験結果を報告する。
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図－１　位置図

表－１　伊江地下ダム主要諸元
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（3）取水施設の概要
　伊江地下ダム取水施設は，東西地下谷を形成する尾
根部を境として，東側に２箇所，西側に５箇所の取水
井戸を設置し，ピーク時に 0.144m3/s（12,440	m3/d）
の用水を取水する計画である。取水施設の主要諸元は，
表−２に示すとおりである。

３．試験方法

（1）揚水試験の概要
　今回の揚水試験は，平成 25 年度に施工した東側２
箇所の取水井戸を対象とし，予備揚水試験を行った後，
平成 26 年２月５日から平成 26 年２月 27 日にかけて，
段階揚水試験，連続揚水試験と回復試験，長期連続揚
水試験を実施した。
　取水井戸，観測井の位置は，図−４に示すとおりで
ある。また，取水井戸の口径は 400mmで，井戸の諸
元及び構造は，表−３及び図−５に示すとおりである。

（2）伊江地下ダムの特徴
　これまでの沖縄総合事務局管内の地下ダム建設は，
多孔質な琉球石灰岩を貯留層とし，新第三紀の島尻層
群泥岩を水理基盤として，断層により明確な地下谷を
形成している地下ダムサイトで進められてきた。これ
らの地下ダムの立地条件としては，良好な貯留層の存
在，難透水性な水理基盤の存在，豊富な地下水涵養量
に合致するものであり，地質・地下水条件的に恵まれ
たダムサイトといえる。
　一方，伊江地下ダムは，中生代～古生代の緑色岩・
粘板岩・凝灰質粘板岩・珪質粘板岩・チャートからな
る伊江層と呼ばれる，一部で亀裂性をなす岩盤を水理
基盤とし，浸食によって形成された地下谷が貯留域の
東西にあり，谷底には基底部層と称する粘土混じり砂
礫層が堆積していることなど，これまでの地下ダムに
ない地質的な特徴がある。（図−２，図−３）

図－２　伊江地下ダム基盤平面図

図－３　伊江地下ダムダム軸の基盤縦断図

表－２　伊江地下ダム取水施設の主要諸元
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（2）段階揚水試験
　段階揚水試験は，限界揚水量を求め，井戸能力を評
価するために行った。試験は，揚水量を 500m3/d から
約 500m3/d 毎に，W−１については６段階，W−２に
ついては７段階に分け，各段階２時間揚水し，次の段
階へ揚水量を増加させる方法で実施した。試験条件を
表−４に示す。

　なお，揚水試験時の取水井戸付近の貯留域内の地下
水位は，EL.35.7m から EL34.4m 程度であり，大部分
が琉球石灰岩に相当するが，中央尾根部の上流側では
基底部層が分布している。

図－４　揚水試験位置図

表－３　取水井戸諸元
図－５　取水井戸構造図（W−１取水井戸）

表－４　段階揚水試験の試験条件　
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増加に伴い，やや増加傾向を示したが，急激な上昇は
認められなかった。以上の結果を踏まえ，2,500	m3/d
を限界揚水量と考えた。

２）W−２取水井戸
　W−２取水井戸の揚水量と水位降下量の関係を表−
９及び図−７に示す。また，揚水の濁度及び電気伝導
度の測定結果を表− 10 に示す。
　水位低下は，揚水量を 2,500	m3/d から 3,000	m3/d
に増加させた際に，低下量が大きくなる傾向が認めら
れた。また，揚水の濁度は，2,500	m3/d 以上の揚水時
にやや大きくなる傾向を示した。以上の結果を踏まえ，
2,500	m3/d を限界揚水量と考えた。

（3）連続揚水試験・回復試験
　連続揚水試験は，揚水量を一定に保ち，連続的に水
位を測定し，水位降下と揚水時間の関係から揚水の安
定性を確認するとともに，揚水井戸付近における帯水
層の水理定数を算出するために行った。揚水量は，段
階揚水試験の結果より，W−１，W−２ともに2,000m3/d（限
界揚水量の 80%）とし，48 時間の連続取水，ポンプ停
止後 12 時間の水位回復試験を実施した。試験条件を
表−５に示す。

（4）長期連続揚水試験
　長期連続揚水試験は，供用開始後の運転を想定し，
2 井同時に 2,000	m3/d を 10 日間連続で揚水し，水位
降下と揚水時間の関係から揚水の安定性及び貯留域内
の貯留係数を確認するために実施した。試験条件を表
−６に示す。

４．試験結果

（1）段階揚水試験
１）W−1取水井戸
　W−１取水井戸の揚水量と水位降下量の関係を表−
７及び図−６に示す。また，揚水の濁度及び電気伝導
度の測定結果を表−８に示す。
　水位低下は，揚水量を 2,500	m3/d から 3,000	m3/d
に増加させた際に，低下量が大きくなる傾向が認めら
れた。また，揚水の濁度及び電気伝導度は，揚水量の

表－５　連続揚水試験・回復試験の試験条件

表－６　長期連続揚水試験の試験条件

表－７　W−１取水井戸の段階揚水試験結果

図－６　W−１取水井戸	揚水量−水位低下曲線図

表－８　W−１取水井戸の段階揚水試験結果

表－９　W−２取水井戸の段階揚水試験結果
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ⅱ）W−２取水井戸
　W−２取水井戸及び観測孔の水位変動状況を表− 12
及び図−９に示す。
　W−２取水井戸の水位は，試験開始直後に約 5cm
降下した後，緩やかな降下を続け，48 時間後には
15.8cm の低下が確認された。揚水停止 12 時間後に
は，W−２取水井戸の水位は，9.0cm 回復し，回復率
は 60%程度であった。

２）水理定数
　揚水試験で得られた値を用いて，解析式で透水係数
及び貯留係数を算出した結果を表− 13 及び表− 14 に
示す。

（2）連続揚水試験・回復試験
１）水位変動状況
ｉ）W−１取水井戸
　W−１取水井戸及び観測孔の水位変動状況を表− 11
及び図−８に示す。
　W−１取水井戸の水位は，試験開始直後に約 15cm
降下した後，緩やかな降下を続け，48 時間後には
29.0cmの低下が確認された。揚水停止 12 時間後には，
W−１取水井戸の水位は，19.9cm 回復し，回復率は
70%程度であった。

図－７　W−２取水井戸	揚水量−水位低下曲線図

表－10　W−２取水井戸の段階揚水試験結果

表－11　W−１取水井戸の連続揚水試験結果

図－８　W−１取水井戸	連続揚水試験時時間−水位変動図

表－12　W−２取水井戸の連続揚水試験結果

図－９　W−２取水井戸	連続揚水試験時時間−水位変動図
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　帯水層の透水係数は 0.67 ～ 2.60cm/sec の範囲の結
果が得られ，貯留係数は，全算出結果を平均すると
12.0% の結果が得られた。

（3）長期連続揚水試験
１）水位変動状況
　W−１，W−２取水井戸及び図− 10 に示す地下ダム
貯留域を４ブロックに分割したブロック毎の代表観測
孔の水位の変動状況を表− 15 及び図− 11 に示す。
　取水井戸の水位は，0.1m/ 日前後の速度で降下し続
け，試験終了時には，W−１取水井戸で 0.84m，W−２
取水井戸で 0.75m降下した。
　試験前後の貯留域内の地下水位は，東１ブロックで
0.0m～ 0.6m程度，東２ブロックで 0.3m～ 0.6m程度，
西２ブロックで0.0m～0.3m程度，西３ブロックで0.3m
～ 0.4m 程度降下し，揚水試験による水位低下の影響
は，西側地下谷まで及んでいることが確認された。（図
− 12）
　なお，試験期間中の揚水の電気伝導度は 55 ～
60mS/m 間で安定しており，濁度についても 10 以下
であった。（図− 13）

表－13　連続揚水試験・回復試験による透水係数（cm/sec）

表－14　連続揚水試験による貯留係数

図－10　ブロック代表観測孔位置図

表－15　取水井戸及び代表観測孔における試験前後の地下水位

　　図－11　取水井戸及び代表観測孔
　　　　　　長期連続揚水試験時間−水位変動図

●
 取水井 W-1●

取水井 W-2
東側地下谷

西側地下谷

西３

西２

西１

東１

東２

図－12　長期連続揚水試験による水位低下量分布図
（試験終了時点）
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　段階揚水試験の結果より，W−１，W−２取水井戸と
もに，適正揚水量は 2,000	m3/d（限界揚水量の 80%）
と考えられ，適正揚水量にて 48 時間実施した連続揚
水試験おいて，安定的に揚水することが可能であるこ
とが確認された。また，長期連続揚水試験では，２井
同時に 10 日間の連続揚水を実施したが，急激な水位
低下，濁度の上昇等は確認されなかった。
　以上の結果より，今回の試験条件下においては，東
側取水井戸について，ピーク取水量の安定的な取水が
可能であると評価することができる。
（2）伊江地下ダム貯留層の特性
　本地区の琉球石灰岩及び基底部層を対象に実施した
既往の現場透水試験結果及び有効間隙率試験結果を表
− 16 に示す。
　帯水層の透水係数については，今回の試験条件下に
おいて，0.67 ～ 2.60cm/sec の値が得られ，既往の現
場透水試験の中央値及び算術平均値より高い値を示す
結果が得られた。
　貯留係数については，段階揚水試験結果より平均で
12.0%，長期連続揚水試験時の水位低下区間について
13.2% と試算され，揚水の影響を受けた区間の貯留係
数は，既往の有効間隙率試験の中央値及び算術平均値
と同程度で，地下ダム貯水池諸元の 11%と同等以上の
結果が得られた。
　以上の結果から，限られた範囲の標高における試験
結果ではあるものの，伊江地下ダムの貯留層は，比較
的透水性がよく取水に適し，地下水を貯留するに必要
な間隙を有することが推定された。

６. おわりに

　本地区では，平成 27 年度から地下ダムより取水し
たかんがい用水の暫定的な利用を予定しており，更な
る農業振興が期待されている。
　今回の揚水試験の結果より，東側取水井戸について，
必要な能力を有することが確認できた。今後は，西側
取水井戸の揚水試験を含め，伊江地下ダムの機能確認
を適切に行うとともに，関連事業と連携を図りつつ，
かんがい施設の早期完成による効果の発現に努めるこ
とが重要であると考えている。

２）貯留係数の算出
ｉ）算出方法
　長期連続揚水試験は，貯留域内の広範囲で水位低下
が生じるため，水位低下量分布図から揚水の影響を受
けた区間の貯留体積を算出し，揚水量と対比すること
で，水位低下した区間の貯留係数を精度よく算出する
ことができる。このため，試験期間中の地下水位に影
響を及ぼす①降雨による地下水涵養，②工事用井戸に
よる揚水について，次のとおり，補正し貯留係数の算
出を行った。
①降雨による地下水涵養
　降水量の多寡は，貯留域内の地下水位の経時的な変
化に影響を及ぼす。このため，貯留モデルを用いて，
降水量から地下ダムへの涵養量を算出し，降雨の影響
として補正した。
②工事用井戸による揚水
　長期揚水試験期間中，西側地下ダム貯留域内で工事
用井戸による取水が行われていた。このため，工事用
井戸の取水実績を基に，工事用井戸による揚水の影響
として補正した。
ⅱ）算定結果
　水位低下量分布図より，長期連続揚水試験の揚水の
貯留体積を算出した結果，揚水の貯留体積は 266.479	
m3 であった。揚水量に，次のとおり補正値を考慮して，
貯留係数を算出した結果，水位低下した区間の貯留係
数は 13.2% と試算された。
　S（貯留係数）=（40,304	m3（揚水量）− 6,223	m3

（地下水涵養量の補正）+1,053	m3（工事用井戸の補正））
/266,479	m3（揚水の貯留体積）=0.132

５. 考察

（1）取水井戸能力の評価
　本地区では，地下ダムからピーク時に東西７箇所の
取水井戸で 12,440	m3/d のかんがい用水を取水する計
画としている。

図－13　長期連続揚水試験における揚水の
　　　電気伝導度及び濁度の経時変化

表－16　既往の試験結果
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加盟しており，本部はフランスのパリに置かれている。

３. フランスの事例１）

３. １　フランスのダム安全規則
　フランスの水力施設に関する規則は，2007 年（平成
19 年）の法令改正（No.2077 − 1735，2007 年 12 月 11
日）により変更され，ダムと堤防の安全に関する新し
い要件が設定された。水力施設は，その規模や特徴に
より４つのクラス（Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤ）に分類される。
ダムに関しては，堤高（基盤面からのダムの高さ：Ｈ
（m））及び総貯水量（Ｖ（百万m3））の２つのパラメー
タ（指標）により分類される。
　本パラメータは，国際大ダム会議の小ダム技術委員
会（2005 年～ 2010 年）がとりまとめた小ダム技術報
告書にも記載がある。その中で，「科学的根拠はないが，
ダム決壊時の潜在的な破壊リスクや生命の損失を測る
ために適用可能な決定的な要素」とされている。２）

　前述の規則では，Ａ及びＢに属するダム所有者に安
全報告書の作成を要請している。この安全報告書は，
当局によりその妥当性が審査され，妥当でない場合，
補足情報の追加が求められる。

３. ２　安全報告書の目的
　安全報告書の目的の一つは，ダムに起こる可能性の
ある全てのリスクを把握し，それらを管理することで
ある。例えば，洪水又は地震時のダム決壊リスクが検
討されなければならないが，通常時の全ての事故も検
討される必要がある。安全報告書には，事故を防止又

１. はじめに

　国際大ダム会議（International	Commissionon	Large	
Dams：ICOLD）は，年次例会を毎年開催し，ダム技
術に関するシンポジウムや技術展示会が開かれるとと
もに，３年に１回開催される大会においては，ダム技
術に関する技術的課題についての討論会が開催され
る。筆者は，2012 年（平成 24 年）に京都で開催され
た第 80 回年次例会・第 24 回大会に出席し，世界のダ
ム事業・技術の最新動向に直接接することができた。
　本稿では，国際大ダム会議加盟各国から同年次例会
に提出された最新論文のうち，ダムのリスク評価に関
するフランスの事例を紹介する。

２. 国際大ダム会議の活動

　国際大ダム会議は，ダムの建設・管理技術をはじめ
環境問題対応等，幅広い分野の技術委員会（総数 22：
平成 26 年時点）を設置し，世界最新・最高レベルの
解決策を探求している。その成果はブリテン（技術報
告書）としてとりまとめられ，ダム建設・管理の世界
的な技術指針となっている。
　日本は国際大ダム会議に 1931 年（昭和６年）より
加盟（戦時中に一時脱会し，1953 年（昭和 28 年）に
再加盟）している最も古い加盟国の１つであり，現在
の河川法の河川管理施設等構造令に基づくダム技術基
準の大宗も，国際大ダム会議の基準を踏まえたものと
なっている。我が国も国際大ダム会議及びその加盟国
により開発された技術及び経験をもとに，ダム建設を
行ってきたと言っても過言ではない。
　なお，国際大ダム会議には，現在，世界 97 ヶ国が
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いフランスの規則に基づき，ダム所有者はダムに起き
る可能性のある全ての大事故シナリオとともに，その
影響を限定的にするための安全対策を確認する必要が
ある。ダム決壊に至るシナリオだけでなく，放流バル
ブや放水ゲートの損傷を含む全ての破壊形態を考慮し
なければならない。これらには，ダムの特徴に基づく
外部要因としてのダム周辺環境の把握や現場経験のと
りまとめを含む。なお，フランスの規則は，リスク評
価に特定の方法を強制しておらず，ダム破壊形態及び
関連するシナリオが包括される限り，その他の手法を
用いることも可能である。
３．３．２　シナリオ確認のための INERIS の方法論
　リスク推定は，専任の作業グループにより行われる。
このグループは，ダムやリスク分析方法論に係る高度
な知識を有する専門家と実務家で構成されている。作
業グループは，表−３−２に示す表に記載することと
されている。

　この分析では，通常時，保守整備時，ダム空虚時や
満水時，洪水時における操作等，すべてのダム使用形
態を考慮しなければならない。上流ダム損壊による洪
水も考慮する必要がある。本表を要約することで，事
故によって引き起こされる動的負荷や流入量を含む包
括的な事故リストが導かれる。
　本リストは，現在では短縮可能である。一例として，
洪水自体の故に，ある洪水において下流で想定されて
いる影響よりも大きな影響を及ぼさない一つの損壊形
態に至る可能性がある。このため，リストの残りは，
そのダムに関連づけられる推定流入量や動的負荷を伴
う重大事故により構成される。これらのいくつか，少
なくともダム損壊では，結果に係るデータを入手する
ためにモデリングが必要である。低水時の重大事故は，
モデリングではなく，質的に調査される場合がある。
ダム所有者によるダムリスク制御を実際に行うため，
これら大事故による結果とそれらの年間発生確率の間
の交差分析が行われなければならない。

３．４　影響評価
　INERIS によるダム重大事故の影響評価は，洪水の
影響範囲と被災人口の重ね合わせ図により行われる。
３．４．１　影響評価
　重大事故による影響は，局地的な動的負荷や強度で
特徴付けられる。局地的な動的負荷は，波による影響
が最初に到達した時とその流れが最大になった時の間
に発生する。これは，住民が最初の影響が到達した後，

は限定的にするための対策や合理的に実現可能な事故
最 小 化（ALARP:As	Low	As	Reasonably	Practical）
のための追加対策も明記される。
　2008 年（平成 20 年）６月 12 日に公布された省令に
は，標準的な作業時刻表や以下に示す 11 項目からな
る安全報告書記載内容が記されている。
　第０章．安全報告書の要約
　第１章．管理情報
　第２章．調査目的
　第３章．構造物と周辺環境の機能的分析
　第４章．大事故防止に係る方針と安全管理体系の提示
　第５章．潜在的な危険の洗い出し
　第６章．自然災害の特性
　第７章．現場経験とフィードバック
　第８章．	発生確率，影響の強度や動的負荷，重大性

に関するリスクの洗い出し
　第９章．リスク低減
　第10章．図化

　第８章と第９章の重大性や年間発生確率に関する評
価に必要な入力データが第３章から第７章に示されて
いる。図−３−１は，発生する可能性のある全ての危
険を確定するリスク評価（第８章）に焦点を絞った検
討過程を示している。

　フランスの国立環境工業リスク研究所（INERIS）
が開発した全ての事故を確認し定量化するための方法
論は，以下の４章に分けられる。
　−　リスク分析
　−　重大性の評価
　−　確率の評価
　−　受け入れ可能リスクの判断基準とリスク低減

３．３　リスク分析
３．３．１　枠組み
　評価の第一歩として，リスク分析が行われる。新し

図－３－１　安全報告書の構成

表－３－２　シナリオ確認のために使用される表の例
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　一つのゾーンは各個人によるが，図−３−２に示す
ようにゾーン化することができる。

３．４．２　影響人数調査
　影響が明らかにされると，強度レベルの評価を行う
ための影響を受ける人数の確認が必要となる。INERIS
の手法は，危険にさらされる人数（PAR− Population	
At	Risk）パラメータに基づき行われる。
　波のモデリング地図により，ダム決壊事故による洪
水波によって影響を受ける人数が数えられる。本規則
では，正確な人数までは必要としないが，人数を数え
るためのメッシュは，最大 PARの良好な推定値を得
るために十分な細かさを求めている。この人数調査は，
土地被覆地図を示すコリーン土地被覆データベースに
基づいている。これはまた，2010 年５月 10 日付けの
回状の「安全報告書の強度レベル評価のための要素」
の部分に示されている重要産業社会基盤施設で用いら
れる計数方法論により行うことができる。これは，安
全報告書や発生源におけるリスク低減手法及び技術的
リスク防止計画に適用可能な方法論を要約したもので
ある。例えば，この方法論は，各戸の人数を 2.5 人と
して建物の全体収容人数を数える等を推奨している。
　最大 PARが決まれば，事故における全体動的負荷
により低減係数が使用できる。全体動的負荷には，事
故前動的負荷と事故後動的負荷がある。事故前動的負
荷は，事故の前兆が検知されてから事故が起きるまで
の時間である。もし，事故の前兆が検知でき，事故前
に避難可能となる程度に事故を早く予知できれば，全
体最大 PARに低減係数が適用される場合がある。事
故後動的負荷は，洪水波が影響を受ける人に最初に到
達するまでの時間である。低減係数は，最初の洪水波
によって影響されるまでの時間が，避難に必要な時間
よりも長い，ダムから十分遠い場所に位置する最大
PARの一部に適用される場合がある。
　しかしながら，緊急避難計画の評価は容易ではなく，
また，低減係数は慎重に評価される必要がある。この
評価ができない場合や利用可能なデータが多くの不確

避難できるか否かによって，段階的又は急激なものと
なり得る。
３．４．１．１　局地的な動的負荷
　局地的な動的負荷は，２つのパラメータで評価され
る。水位上昇速度に影響をもたらす流速と水深である。
フランスの洪水防止指針では，水深が 0.5m になると
人は流れの中で自由に歩くことができなくなるとされ
ている。また，流速が 0.5m/s 以上になると流水で運
ばれたもので怪我をする又は自身が流される可能性が
あるとされている。
　もし，局地的な流速及び水位上昇速度の両方がこれ
らの速度以下であれば，避難が可能と考えられるので，
局地的動的負荷は緩やかなものとなる。そうでない場
合，動的負荷は急激なものとなる。速度データがない
場合は，慎重に取り扱うものとし，動的負荷は急激な
ものとみなす。
３．４．１．２　局地的な強度
　強度レベルは，表−３−３に示すように，局地洪水
流Qと確率流量（Q10 年＝ 10 年洪水流量（10 年に１
回程度の頻度で発生する洪水流量）等）を比較するこ
とによって評価される。

　局地洪水流のデータがない場合は，ダムのレベルに
おける波動流に応じた慎重な手法が採用される。この
流れが，ダムの 10 年洪水流量を下回れば，流れが下
流で急激に弱まり，河床内に止まる。流れが 10 年洪
水流量を上回れば，その流れは一定の強度で流れ下り，
局地的 10 年洪水流量を下回ったときに移動は止まる。
その流れは，いくつかの主要な地点（橋，道路など）
を除き，河床内に止まると考えられる。そのような地
点では，流れが封じ込められていることを確認する必
要がある。検討されている流れは，通常の河川の流れ
に波動流が加えられたものであるため，この確認には，
特別の注意を払うべきである。
３．４．１．３　ゾーニング
　局地的な動的負荷と強度で影響地図のゾーニングが
行われる。INERIS は，フランス緊急計画の策定で使
用された方法論に基づき，３つのゾーンを定義するこ
ととした。このゾーニングを表−３−４に示す。

表－３－３　INERISで使用されている強度レベル

表－３－４　強度と動的負荷レベルに基づくゾーニング

図－３－２　ゾーン区分された影響地図の簡易表示
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要な手続きと考えられなければならない。
　この定量化のために確認作業が行われ，シナリオ発
生を回避し，被害を限定させるための障壁の能力が評
価されなければならない。
３．５．１　安全障壁の評価
　障壁の分析は，通常，安全システムがALARP の要
件を満たしている裏付けとなるため，リスク制御の実
証にあたり主要な論点となる。三種類の安全障壁が確
認されてきており，それらは，図−３−５に示す技術
的障壁，人的障壁，技術的及び人的両方の要素を持つ
障壁である。

　フランス規則の枠組み内で考察するには，安全障壁
は以下の要件を満たす必要がある。
　−	独立：安全障壁はシナリオの原因又はシナリオ自
体から独立していなければならない。

　−	効果的：その使用状況において供用期間中に他の
安全障壁から独立して安全機能を果たすことがで
きる。

　−シナリオの動的負荷に基づく応答時間で，
　−試験可能で，
　−	性能レベルが長期にわたり維持される予防保全に
より保証されている。

　これらの要件を満たした場合，あるシナリオの発生
頻度を低減させるものとして，その安全障壁は，危険
現象の確率的定量化において考慮されることが可能と
なる。次のポイントは，障壁の破壊確率と事故の発生
頻度における障壁の影響の評価である。特定の障壁に
応じた破壊確率についてのデータはほとんどない。そ
の上，利用可能なデータは，一般的に破壊確率の平均
値であり，特定の状況下で特定の施設に利用可能なも
のではない。
　INERIS の方法論は，“確からしさのレベル”に基づ
いている。能動的障壁のリスク低減係数は，基準NF		
EN61	508及びNF	EN	61	511に定義された安全統合レ
ベル（SIL：Safety	Integrity	Level）の外挿法により
計算される。これらの基準に記載された手法は，すべ
ての能動的障壁に拡大適用されてきた。受動的障壁及

定要素によって信頼に足りない場合は，最大 PARを
慎重な手法で考慮する方がより安全である。
３．４．３　強度レベル
　ゾーニングと PARが利用可能となれば，強度レベ
ルは表−３−５に示す基準により評価できる。

　各ゾーンに，PARに応じて強度レベル（SL）が与
えられる。事故全体の強度レベルは，各ゾーンの最大
強度レベルとなる。図−３−３に示す事故の強度レベ
ルは，SL4 となる。

３．５　確率評価
　リスク分析は，通常，起こりうる主要事象（例：構
造物の喪失）及びその結果（危険現象）だけでなく，
それらを引き起こす初期事象を確認する。この確認過
程を示すため，国立環境工業リスク研究所（INERIS）
は，系統図を用いている。

　系統図は，単純化された破壊系図と事象系図の組合
せである。図表の左側に初期事象が置かれる。初期事
象の例として，湛水過程における人為ミス，車両衝突
の結果として起こる衝撃等である。これらの初期事象
が，構造物の損失につながる中心危険事象を引き起こ
す。次いで，中心事象がいくつかの危険事象に至る。
　初期事象の定性的な確認，中心危険事象，安全障壁
の予防と保全，系統図作成で認識される起こりうる結
果は，シナリオの確率的定量化に導く安全報告書の主

図－３－３　簡易ゾーニングと危険に晒される人数（PAR）

表－３－５　INERISの強度レベル基準（単位：危険に晒される人数）

図－３－４　ボウタイ系統図の例

図－３－５　INERIS方法論により開発された安全障壁の類型
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　この方法論のより明白な長所の一つは，安全と起こ
り得る事故シナリオ，それらの原因やその発生を防止
する障壁についての深い分析の結果から得られるもの
である。従って，ダムの特定局面（例えば，連鎖反応）
とリスク防止問題は，確率計算で明らかに考慮される。
この枠組みの中で，操作担当者の安全に対する取組み
が大いに奨励され，その有効性が質的及び量的に示さ
れる。ある事故の主原因は，その頻度の作用により確
認され，格付けされる。この基準では，操作担当者は，
将来的にその防止システムの実施を目標とすることが
できる。
　頻度分類が使われるとき，この方法ではいくつかの
限界がある。それは，この評価が頻度値を使う評価と
同じ精度を目指していないことである。これは，異な
る危険現象の確率を合計する必要がある場合に，不確
定性が増すことを暗示している。さらに，いくつかの
初期事象の評価が困難になる。これは，作業部会が彼
らの施設又は同様の施設で観察した事のない稀な事象
を主に言及している。これらの場合は，初期事象の一
般データ及び信頼性データを使うことができる。ただ
し，これも一般データを特定状況に使うことで不確定
性をはらんでいる。これらの事象の頻度を評価する一
つの代替手段として，専門家の判断によることも可能
である。

３．６　リスク受容基準とリスク低減
　結果の重大性や各事故の可能性が確定されれば，こ
の方法論の最終段階は，対象ダムのリスク受容性を評
価することである。
　まず，各事故をその強度レベル（５つのレベル）と
年間発生確率クラス（５つのクラス）に対応するマト
リックス内に置く。

　次に，リスク低減に関する検討を行うために，マト
リックス内の様々な危険の重大性の位置に従って，ダ
ム所有者は受容性の基準を定義する。現在，必須とな
るマトリックスはないので，ダム所有者は，もう一つ
のフランス回状に示されたリスク受容マトリックスを
考慮することとなる（2010 年５月 10 日の回状，これ

び人的障壁に関して，確からしさの最高レベルが，研
究論文を通じて定義されてきた。そして，確からしさ
のレベルは，異なる判定基準により低減される（詳細
は，Ω 10 及びΩ 20 報告書，INERIS2008 年及び 2009
年を参照。これは INERIS ウェブサイトwww.ineris.fr
で入手可能である）。
　確認されている全ての障壁が評価されれば，大事故
の頻度を見積もることができる。
３．５．２　危険現象の発生確率
　ダム所有者は，危険現象の発生確率を評価するため
の安全報告書で使用する手法を自由に選択できるが，
その手法は著しく異なる可能性がある。2005 年以来，
INERIS は「初期事象から危険現象まで」ボウタイ表
現に基づく量的評価手法を用いている。初期事象の頻
度を推定するために２つの主要な方法が使われる。
　第一の手法は，信頼性データ又は信頼性データから
得られる一般的な頻度を用いる。これらのデータは，
機器の故障に利用することができる。しかしながら，
人又は組織的不具合に関するデータは非常に限られて
いる。INERIS で使われる第二の手法は，ある作業部
会に適用される質問過程を通じた頻度評価である（こ
れは，例えば，施設のリスク管理責任者，維持管理者，
操作担当者などから集めることができる）。それぞれ
の初期事象は，頻度分類を用いて，作業部会により調
査される。表−３−６は，通常使われている頻度分類
の基準を示している。

　通常の中心事象を引き起こす初期事象の頻度は，
AND及びORゲートを使って組み合わされる。
　−	初期事象のどれかが中心危険事象の原因になる可
能性がある場合は，ORゲートが使われる。この
場合，中心事象の頻度分類は，初期事象の最低頻
度分類に等しい。

　−	複数の初期事象（そしてこれら事象の頻度は 10-1

以下）により中心危険事象が引き起こされる場合
は，ANDゲートが使われる。この場合，中心事
象の頻度分類は，必要とされる初期事象の頻度分
類の総計に等しい。

　−	防止障壁が存在する場合は，障壁のリスク低減要
因がその原因となる頻度分類に加えられる。これ
は中間事象の頻度分類を与える。

表－３－６　初期事象を定量化するためのINERISの頻度分類

表－３－７　リスク・マトリックス
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流水深に関連する基準，また住民への警報と避難させ
る必要な時間が評価できる基準を定義することである
と考えられる。さらにこの評価が行われても，低減係
数が決定される必要がある。加えて，もう一つの研究
分野は初期事象の確率的評価である。これは自然災害
と人的要素のために未だ複雑である。
　フランスダム規則は比較的最近のものであり，強度
レベル，確率の基準又はリスク受容性マトリックスが
まだ定義されていないことに注意する必要がある。い
くつかの安全報告書の比較ができるように，これらの
基準は将来規則化されると考えられる。この規則が進
化され，INERIS 方法論が数年のうちに採用されるこ
とが望まれる。

４. おわりに

　日本においても，ダムのリスク管理（健全性の確認）
のために，農業用ダム機能診断マニュアルが整備され
ている。これらマニュアルには，施設管理者が日常点
検を行う際の目視確認の重要な点検ポイントや観測
データの整理・分析方法が掲載されており，ダムの変
状をいち早く把握し，可能な限り早期に必要な対策を
行うことに主眼を置いている。このため，ダムの決壊
は想定されていない。
　一方，平成 24 年度からは，各農政局等において①
ダム造成時の水理的・力学的安定性に関する設計・施
工内容の詳細確認，②現在において設計等により期待
されている性能が発揮されていることの確認，③レベ
ル２地震動（施設の供用期間中に発生する可能性は低
いものの，極めて激しい地震動）に対する耐震性能照
査を行う個別ダムの総合的な安全性評価の取組みが進
められているところである。耐震性能照査マニュアル
に基づく耐震性能照査の結果，一定の安全性が確保さ
れていることが確認されているが，評価結果は絶対的
なものではないため，地震後の対応を検討すべきダム
も出てきている。土地改良施設の耐震設計を行う場合
は，①被災による二次被害，②被災による本来の機能
に与える影響を考慮した施設の重要度区分に応じて地
震動レベルを区分し検討することとされている。これ
ら検討にあたり，フランスの事例にあるような，影響
評価，ダム下流の影響人口，リスク分析等を考慮した
地震後対応の検討も重要であると考える。

【引用・参考文献】
1）	T.Balouin ,A.Lahoz,C.Bolvin ,Y.Flauw：Risk	
Assessment	 Required	 In	The	 Framework	Of	
New	French	Regulation	On	Dams	Methodology	
Developed	By	INERIS
2）	国際大ダム会議ガイドライン（Bulletin　No.157）：
小ダム設計，監視と補修

は安全報告書に適用可能な，発生源におけるリスク低
減手法及び技術的リスクの防止計画についての方法論
的規則を要約したものである）。その中では，明確な
クラス又は追加の補償措置が実施される。このマト
リックスを一例として下記に示す。

　３つのクラスは次のように定義される。
　　−高リスクゾーン（濃いグレー）
　　−中リスクゾーン（薄いグレー）
　　−低リスクゾーン（中間グレー）

　この等級づけは，最大のリスクを最初に低減すると
いうリスク低減に与えられる優先度に対応する。
　−高リスク：	リスクを発生源で低減させるための追

加措置は「高」クラスから出現
　−中リスク：	リスクを制御するための対策及びその

費用が期待される利益に見合う措置の
実施可能性

　−低リスク：	リスクを制御するための対策が存在，
さらなるリスク低減の義務はないが，
提言は可能

　「高リスク」又は「中リスク」に入る全ての事故に
対して，ダム所有者は，既存の安全障壁を改善し，必
要に応じて追加措置を提案しなければならない。その
目標は，確率及び／又は強度レベルを低減し，その事
故をより安全なゾーンに移すことである。この残存リ
スクレベルはリスク受容性基準に比較される。リスク
（損失及び／又は確率）を低減する，及びALARP が
達成できるかどうかを目標として追加措置が設定され
得る。

３．７　フランスにおけるダムのリスク評価の課題
　新しいフランスの規則に従いダム安全報告書を作成
するために，INERIS は全ての必要とされる判断基準
に対応する方法論を開発した。この方法論は，いくつ
かの事例研究でテストされてきて，その有効性が証明
されている。しかしながら，最大 PARの低減と影響
を受ける人数の推定の手助けとなる全体の動的負荷に
関連した解決すべき課題が存在する。これは，流速と

表－３－８　リスク受容性マトリックスの例
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た技術開発』として始めたものであり，引き続き水資
源機構が長期運用における耐久性と安定性の確認のた
め，平成 24	年度まで追跡調査を継続したものである。

１．はじめに

　水資源機構では，「再生可能エネルギー発電設備の
認定」を受けた太陽電池モジュールを愛知用水および
木曽川用水の水路施設の上部空間に設置し，平成 25
年４月から太陽光発電を稼働している。
　太陽光発電をはじめとするクリーンエネルギーは，
地球温暖化対策としてCO2 削減の取り組みがなされる
中，東日本大震災後にその推進が特に注目を集めてい
る。その中で，太陽光発電は近年太陽電池モジュール
の価格が低下傾向であることや，固定価格買い取り制
度が始まったことから普及が広がっているが，設置す
る用地の確保が大きな課題となっている。
　本稿は，水資源機構が日本で先駆的に取り組んだ太
陽電池モジュールを水面に浮かべる発電方法と水路の
上部空間を利用して太陽光発電を行うことで環境負荷
の低減，維持管理費の軽減および危機管理対策に有効
利用している取り組みを愛知用水の事例で紹介するも
のである。
　なお，いずれの取り組みも太陽電池モジュールを設
置する用地問題等にも挑んだものである。

２．太陽電池モジュールを水面に浮かべる発電方法とは

　水資源機構は，平成 19 年度から 24 年度にかけて愛
知用水の調整池である東郷調整池（愛知県愛知郡東郷
町ほか）に総出力 90kWの太陽電池モジュールを浮
かせ，発電の効果と太陽電池モジュールの劣化進行を
確認する実証実験を行った。これは，もともと環境省
の「地球温暖化対策技術開発事業」を水資源機構が環
境省から受託（平成 19 年度～ 20 年度）し，『水面を
利用した大規模太陽光発電システムの実用化を目指し
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（2）実証実験の結果
　実証実験では発電量のほか，太陽電池モジュール
の温度，日射量等の計測を行い，SV（Sophisticated	
Verification）法にて解析を行った。解析結果から，水
冷効果により発電効率が改善されたことが認められ
た。なお，解析方法ならびに解析結果の詳細は本稿で
は省略する。
（3）5年間水上曝露させた太陽電池モジュールの劣化
　陸上設置，水上浮体（空冷），水上浮体（水冷）の
各ユニットからそれぞれ２枚ずつ太陽電池モジュール
を無作為に選定し，外観観察，絶縁性能等の劣化試験
を行った。試験の結果から，散水による受光面ガラス
の白色化現象により出力低下が確認できたが，それぞ
れに特徴的な差は認められなかった。このことから，
水上曝露による湿度の影響や劣化の著しい進行はな
かったと判断している。なお，試験方法ならびに試験
結果の詳細は本稿では省略する。

３．水上浮体実証実験から危機管理対策へ

　水上浮体実証実験では，ある程度の成果を得たこと
から，水上浮体型の太陽電池モジュールを東郷調整池
から撤去することになった（平成 24 年度）。
　ただし，劣化試験で太陽電池モジュールに劣化が認
められなかったことから，水資源機構はそれらを廃棄
するのではなく，愛知用水のほか木曽川用水（愛知県
稲沢市ほか）および総合技術センタ（さいたま市）へ
分割移設し，有効利用する計画とした。愛知用水には
総出力 40kW分の太陽電池モジュールが移設された。
　愛知用水を管理する愛知用水総合管理所は，不測の
事態で電力の供給が途絶えた場合でも愛知用水の水管
理設備へ電力を供給できるようにすることを移設の目
的とした。なぜなら，地域の生活や産業を支える根幹
である愛知用水は常に安定供給が求められるため，愛
知用水の主要箇所の水位や流量等の状況を把握するこ
とは重要であるためである。ここに不測の事態とは，
レベル２相当の地震の発生や落雷等を想定している。
　移設箇所は４ヶ所とし，発電出力はそれぞれ 10kW

（1）実証実験の概要
　太陽光発電は太陽電池モジュールの温度が上昇する
に伴い，発電効率が低下する。上述の水上浮体実証実
験（以下，実証実験と称す。）の目的は，水面に浮か
べた太陽電池モジュールに散水し，モジュールの表面
温度を低下させ，発電効率の向上を図り，このシステ
ムの実用化を検証することである。また，調整池やた
め池といった未利用空間への設置コストの検証も目的
の一つである。
　実証実験は，湛水面積が広くかつ水位変動が比較的
少ない東郷調整池を太陽光発電設備の設置場所とし
た。ここには，比較のための陸上設置も含めて，太陽
電池モジュールの傾斜角や冷却方法を組み合わせ４ヶ
所（総出力 90kW）のユニットを次のとおり設けた。
水上浮体ユニット：出力 10kW，傾斜角 1.3°，水冷
水上浮体ユニット：出力 10kW，傾斜角 10°，空冷
水上浮体ユニット：出力 60kW，傾斜角 10°，水冷
陸上設置ユニット：出力 10kW，傾斜角 30°，空冷

図－２　実証実験イメージ図

写真－２　水上浮体ユニット全景

写真－３　水上浮体ユニット近景
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４．設計と施工

（1）設計
　上述のとおり移設箇所を決定したが，愛知用水の左
右岸は管理用道路（幅は 4.0m と 2.5m が標準）である
ため十分な設置スペースがない。一方，愛知用水は愛
知県西部の尾張丘陵地域から知多半島までほぼ南北に
貫流している。つまり，水路の横断方向に架台を設け
れば，太陽電池モジュールを南向きに並べることがで
きる。そのため，移設予定 4箇所のうち 3箇所は水路
をまたぐ方法で水路の上部へ設置することとした。（残
り１箇所は水路をまたがず陸上に十分な設置スペース
が確保できた。）

　愛知用水は農業用水，水道用水，工業用水を岐阜県
から愛知県知多半島まで通水しており，最大通水量
32.5m3/s である。水路幅は最大約 11m である。この
水路を跨ぐ構造としているため大型の支持架台が必要
である。さらに，風速 60m/ 毎秒でも飛ばされない強
度とした。基礎は直接基礎とし，水路に直接荷重はか
けていない。
　系統連系方式等については，連系系の逆潮流あり（蓄
電池なし）のシステムとした。停電時にはパワーコン
ディショナーを自立運転に切り替えることにより，局
舎内の電力を補うことが可能である。
　また，太陽電池モジュールの傾斜角は日本では最も
効率が良いとされる 30°とした。

（５kW×２）である。いずれも愛知用水を安定供給さ
せるために必要なデータ収集（流量，水位等）を行う
既存の局舎が在る場所であり，危機管理上，重要な地
点である。これらの局舎内にある，テレコンテレメー
タ子局の緊急時の電源として使用することとしてい
る。

図－３　移設位置図

図－４　愛知用水標準断面図

図－５　ケーブル結線図
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５．効果

　移設した太陽光発電設備は種々の準備が整い次第順
次稼働を開始し，平成 25 年６月以降４箇所全てで発
電を行っている。平成 25 年度は４月と５月が一部の
箇所で発電がなかったものの，計画総発電電力量約
44,000kWh/ 年を上回る 44,214kWh の発電実績であっ
た。今年度も天候に恵まれており順調に発電を続けて
いる。
　なお，この発電電力は，通常時は全量を売電してい
る。売電収入は愛知用水の管理に必要な動力のための
商用電力の支払いに充てており，管理費用の軽減につ
ながっている。愛知用水の管理費は農業用水，水道用
水，工業用水のそれぞれの利水者が負担しているため，
結果として利水者の管理費負担軽減に寄与している。
　計画総発電電力量（約 44,000kWh/ 年）は，一般家
庭の年間消費電力に換算すると約 12 世帯分（１世帯
を４人家族とする）の年間消費電力量に相当する。ま
た，その効果を CO2 削減量に換算すると年間で約 23
トンであり，原油換算では年間にドラム缶約57本分（約
11,300L）を節約することに相当する。

（2）施工
　平成 24 年 10 月に実証実験で使用していた設備の撤
去を開始した。平行して移設先の架台等の設置工事に
着手した。
　移設に要した総費用（４ヶ所の設置の総額）は，次
表のとおりである。

図－６　正面図

図－７　側面図

表－１　設置総費用

写真－４　架台設置工事中

写真－５　水路上部空間に設置した太陽光発電（事例１）

写真－６　水路上部空間に設置した太陽光発電（事例２）
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追悼：	平成 26 年９月 27 日，愛知用水の水がめである
牧尾ダムを抱く御嶽山が噴火しました。王滝村
をはじめ地域に大きな被害をもたらすとともに，
尊い命も多数奪われました。犠牲になられた方々
へのご冥福をお祈り致します。

６．おわりに

　今回の取り組みは，実証実験を終えた太陽電池モ
ジュールを環境負荷の低減，維持管理費の軽減および
危機管理対策を目的として有効利用したものである。
もちろん，太陽光発電適地の調査や用地交渉も不要で
ある。売電により利水者の管理費負担軽減も図れてお
り，有効な移設であった。
　ただし，もともと危機管理のために設置したこれら
の施設であるが，幸い，緊急時に使用した経験はない
ため，その効果は未知数である。また，設置に起因し
た水路施設の管理上の問題があるのかについても検証
する必要がある。このようなクリーンエネルギーの取
り組みを行いながら，より一層の用水の安定供給に努
めていきたいと考えている。
　なお，クリーンエネルギーの取り組みといえば，水
資源機構愛知用水総合管理所では小水力発電（最大出
力 1,000kW）も稼働しており，CO2 削減と利水者の管
理費負担軽減に努めている。

【参考文献】
「水面を利用した大規模太陽光発電（PV）システムの
実用化を目指した技術開発」成果報告書（平成 21 年
３月，水資源機構）

図－８　発生電力量
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　開田が進む一方で，水争いが深刻となり，大野平野
を流れる大野川及び久根別川を水源とする堰並びに用
水路の整備が進められた。
　しかしながら，依然として水不足は解消されず，水
源を大沼に求めるほかなくなった。

３．大沼疎水のはじまり

　大沼からの疎水に明治にして多くの先人が着目した
という慧眼に敬服するところであり，新たな水田を開
発することは渡島農民の悲願でもあった。
　しかしながら，大沼の水は，折戸川を経由して噴火
湾に注いでいるが，この折戸川筋に明治 41 年から大

１．はじめに

　米どころ渡島平野は北海道の稲作発祥の地であり，
現在のように豊かな実りがもたらされるようになった
のは，多くの先人の苦闘と努力の礎があったからであ
る。
　その中でも国定公園大沼から豊富な暖かい水を大野
平野に疎水したことは，大野平野の米作りを画期的に
変えた。

２．明治初期の開墾と用水路の整備

　元禄５年（1692 年）に，450 坪を墾田し，10 俵の米
を収穫したと言われ，この伝承に基づき，「水田発祥
の地」の碑が建てられている。その後新田開発が進み，
明治６年には島松（現北広島市）の中山久蔵が大野（現
北斗市）から米品種「赤毛」を持ち帰り，栽培に成功し，
これにより，稲作が道央，道北へと広がり，大野の米
が北海道の農業を変えていった。

【歴史的土地改良施設】

目　　次

北海道稲作発祥の地「渡島平野」のあゆみ

横　沢　伸　二＊

	 	 	 （Shinji	YOKOSAWA）

４．渡島平野悲願の大沼疎水の誕生		 …………… 53
５．大野川大堰の改修		 …………………………… 54
６．おわりに		 ……………………………………… 55

１．はじめに		 ……………………………………… 52
２．明治初期の開墾と用水路の整備		 …………… 52
３．大沼疎水のはじまり		 ………………………… 52

　　＊北海道開発局函館開発建設部函館農業事務所
　　　	 （Tel．0138−42−8831）

写真－１　北海道水田発祥の地碑
七飯発電所

図－１　旧七飯発電所位置図
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昭和 40 年に大沼の水が発電を経て，渡島平野に流れ，
水田で利用され始まると今までの用水に比べて，水温・
水量とも非常に異なり，事業に対する反対の雰囲気は
大きく変わった。

正８年にかけて３カ所の七飯発電所が建設されてお
り，当時は渡島水電㈱（現北海道電力）から大野平野
に流水する水利調整の同意は得られなかった。
　戦後，新しい社会の建設に向けて始動し，政府は食
糧増産に向け，土地改良法の制定（昭和 24 年），電源
開発法（昭和 25 年）	などの法体制が整備された。また，
昭和 25 年に北海道開発法が制定され，北海道開発庁
が設置された。
　一方北海道電力としても，折戸川に設置した発電所
の老朽化と電力量の増強を図るため，新しい発電所の
建設が必要となった。
　大沼からの疎水に向けた状況が好転し，地元も気運
が高まり，昭和 26 年に国営かんがい排水大野地区と
して調査費が予算計上された。

４．渡島平野悲願の大沼疎水の誕生

　昭和 27 年に「国営総合かんがい排水事業大野地区」
の事業申請を行い，昭和 36 年に国営大野かんがい排
水事業が着工した。
　昭和 34 年 11 月に北海道開発局と北海道電力㈱で共
同事業に関する協定書を交わし，昭和 37 年 12 月から
大沼取水口，導水路，放水路等の工事に着手し，昭和
39 年 12 月に完成した。
　工事が始まった頃は，大沼の水が本当に流れてくる
のかと，疑いや事業に異を唱える受益者が多かったが

図－２　国営総合かんがい排水事業大野地区一般図
（新七飯発電所位置図）

図－３　七飯発電所新設水圧管路縦断図

写真－２　水圧鉄管の布設状況

写真－３　新七飯発電所
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５．大野川大堰の改修

　大野平野のもう一つの水源である大野川頭首工は，
文化２年（1805 年），当時の箱舘奉行が「蝦夷地の開
拓はまず米」という建前から大野平野に着目し，大開
田に踏み切り，開田が進むにつれ，水不足が生じ，大
野川から引水したのが大野川大堰で，現在の大野川頭
首工の前身である。
　戦後に入り，この大野川大堰は老朽化し，取水が不
安定で地元から改修要望を強く求められたが，大沼の

大沼取水口

写真－４　大沼国定公園

表－１　「国営総合かんがい排水事業大野地区」の概要

写真－５　大野川大堰（改修前）

写真－６　大野川頭首工（昭和47年完成）
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６．おわりに

　国営大野かんがい排水事業は昭和 53 年に完了した
が，その後さらなる良食味米の開発が進み，平成 15
年に「ふっくりんこ」が誕生し，良食味米の品質確保
のためには，幼穂形成期に水温で穂体を保温するため
の深水かんがいが必要不可欠であった。一方，施設の
老朽化が進んでいた。このため，用水施設の再整備と
用水系統の再編を行い，必要な用水を確保するため，
平成 18 年度，国営かんがい排水事業大野平野地区に
着手し，農業経営の安定と地域農業の振興に努めてい
るところである。
　今後も先人の作り上げてきた大野平野の歴史的土地
改良施設である資産を絶やさないように地域農業と密
接に歩んでいく必要がある。

【参考文献】
七飯発電所工事記録：	北海道電力㈱七飯水力発電所建

設所（1965）
大野かんぱい事業誌：	函館開発建設部函館農業事務所

（1979）
水天界：設立50周年記念誌：渡島平野土地改良区（2014）

疎水計画において，大沼の水だけでは大野平野全域を
まかないきれず，大野川の水を取水する必要があり国
営大野かんがい排水事業で大野川大堰の改修を行うこ
ととなった。
　また，大野川の水を利用するに当たり，大沼の水に
比べ水が冷たい問題があり，これを解決するために，
水路の幅を広くした温水路の改修計画とした。

水 路 延 長：		3.9km（うち広幅水路 1.2km）	
最大通水量：	1.99m3/s
水路縦断勾配：1/1000（壁高 0.6m		落差工 18 箇所）	
水路敷地幅：10 ～ 40m（平均 22.9 ｍ）	

写真－７　大野川頭首工（平成24	年改修）

写真－８　大野川幹線用水路（広幅水路：上流からの全景）

写真－９　大野川幹線用水路（広幅水路：下流からの全景）

写真－10　地域のブランド米「ふっくりんこ」
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調査結果とその考察を加えて報文としてまとめたもの
である。

３．現地調査による塩水侵入状況の把握

（1）津波被災の概要
　北上川河口地域では最大 12mの津波浸水高が生じ，
防潮堤，用排水機場，パイプライン，排水路は破壊さ
れ，農地においては約 900ha の水田が甚大な被害を受
けた。被災した河口域では 81cmの地盤沈下が生じた。
現在は 423ha が営農を再開しており，地域の担い手が
効率的な営農をできるように関係機関が地域の復旧・
復興を行っている 4）。図−１に石巻市北上川河口域の
概要と，震災前の地盤標高を示す。震災前の地盤高の
表示には国土地理院の基盤地図情報数値標高モデルを
使用した。被災前の地盤標高を見ると，０～ 0.5mの低
地が多く，０m以下の地域も拡がっている。このうち，

１．はじめに

　東日本大震災津波により甚大な被害を受けた農地で
は，被害の少なかった内陸部から除塩工事，瓦礫撤去
等の復旧作業が進んでいる。2013 年３月の時点での復
旧完了面積は 38％であり，2014 年度までに津波被災
農地の約 70％で営農再開が可能となる見込みとされて
いる 1）。しかし，被害が甚大であった海岸付近の農地
は依然として復旧が遅れている。中でも宮城県の仙台
平野沿岸部，東松島市野蒜地区，石巻市北上川沿岸な
どの干拓地や海抜０m以下地帯では復旧の進捗が遅れ
ている。こうした地域では，まず広域にわたる排水路
網，大型ポンプ，排水ゲート等で構成される排水系統
の復旧を行い，常時，豪雨時の排水停滞の解消を行う
必要がある。この排水系統の復旧に際して大きな問題
となるのが，被災後に海と農地がつながり海水が侵入
したままの区域の干陸化や，内外水位差の変化による
計画排水量の見直しなど，広域にわたる地盤沈下にと
もなう被害への対策である。国土交通省は地盤沈下量
に応じた計画高水位の補正など 2），河川計画への影響
について検討を行っている。農業においては，一度排
水された海水が地下をとおり再び農地に戻り塩害を引
き起こす海水再侵入の対策が早急に必要である。

２．研究の目的

　以上の背景から，宮城県石巻市北上川河口域の地盤
沈下した農地を対象に，まず現地調査により，海水再
侵入の状況を把握した。調査結果を基に，既存の塩水
侵入対策について検証を行った上で，農地への海水侵
入対策として，圃場貯水とブロック排水による手法を
考案した。
　なお，本報文は中矢ら3）による既往の報文に新たな

【技術情報紹介】

目　　次

地盤沈下した津波被災農地の海水侵入状況の調査とその対策

中　矢　哲　郎＊　桐　　博　英＊　友　正　達　美＊

	 （Tetsuo	NAKAYA）	 （Hirohide	KIRI）	 （Tatsumi	TOMOSHO）

瑞慶村　知　佳＊　成　岡　道　男＊
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　　＊ 農研機構農村工学研究所	（Tel．029−838−7568） 図－１　北上川河口域（震災前）の概要と調査範囲
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に持ちながらの連続計測が可能である。測定レンジは
０～ 10dS/mで，２つの測定モードがあり，それぞれ
２種類のコイル間隔で測定できる。今回はそのうちコ
イル間隔が 0.5m と 1.0m の水平モードで測定した。測
定値としては以下の深さ方向の重み付き平均のECa（見
かけの電気伝導度）が得られる。
　EMH0.5：コイル間隔 0.5m，有効深さ 0.38m
　EMH1.0：コイル間隔 1.0m，有効深さ 0.75m
　FAOがまとめた，作物への塩類の影響の一覧 5）を
活用するには，飽和抽出溶液中EC（以下 ECe と記す）
に換算することが必要である。この換算にはさまざま
な換算式が提案されているが，今回は久米ら 6）による
方法により，EMh を１：５水浸出法で得られたEC（以
下 EC（1:5）と記す）の値に換算後，ECe に算定する手法 7）

長面区域を選定し津波被災前後の状況を航空写真から
把握した。写真−１は長面区域を追波湾側から俯瞰し
たものである。被災前は海岸線には防潮林があり，内
陸全体に農地が拡がっていた。津波被災後は防潮林や
河口突端の砂州部分が流出し，全体的には地盤沈下の
影響により海水とつながった状態となり，農地は完全
に水没した。被災から一年後にも水没し，海とつながっ
たままの状態であり，対策が進んでいない状況にある。
津波被災から 2年後の 2012 年の 10 月から一部干陸化
となり，海側では土盛りと大型土嚢により止水し，農
地側には矢板により防潮を実施している。2013 年度に
は農地復旧除塩工事を予定している。このように地盤
沈下した農業地域の津波被害は過去に前例のない長期
的に継続する複合災害であり，その復旧には広域にわ
たる大規模な工事を伴うため，早急かつ長期的な見通
しのある対策が必要とされている。
（2）調査方法
　図−１の長面地区および富士沼地区の被災農地にお
いて，塩水侵入状況の把握を行った。調査は 2013 年
３月に行った。長面地区にいては５月にも追加調査を
行った。塩水侵入状況の把握には，写真−２に示す
電磁探査法を利用した土壌電気伝導度測定器である
「EM38−MK2」（Geonics 社製）を用いた（以下EM38
と略す）。EM38 は非破壊で作物の根の深さまでの土
壌の電気伝導度を測定することが可能であり，測定器
は 5.4kg と軽量であるため，写真−３に示すように手

津波被災前（1995年７月） 津波被災直後（2011年４月）

津波被災一年後（2012年３月）
写真－１　北上川河口域（長面地区）津波被災前後の航空写真

津波被災二年後（2013年６月）

写真－２　EM38の外観
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水侵入が継続しており，塩分濃度が時間の経過ととも
に上昇していることが予想される。この水溜り部分の
EC は 20 ～ 30dS/m であり，海水の EC である 40 ～
50dS/m に近い値になっている。調査領域内を掘削し
たところ，50cm 程度で高濃度塩分を含む地下水が生
じることからも，塩水の侵入が継続している状況が明
白であった。
（b）富士沼地区
　表−２に富士沼地区におけるEM38 による測定値の
整理結果を示す。図−３にはEM38 による調査の軌跡
と ECの測定結果を示す。平均と最大の EMH は，図
− 3の全ての測点箇所から算定した。また算定値を式
（1）によりECeに換算した。結果を見ると，表層 0.38m，
下層 0.75m 深さともに塩害基準上限である 4dS/m を
下回っている。場所的な分布においても図−３からわ
かるように，全体的に低い値になっている。また長面
地区と比較すると値は大きく下回っている。また長面
地区は表層より下層の塩分濃度が高いが，富士沼地区
は表層の方が高い傾向にある。富士沼地区は図−３の
航空写真にあるように，被災当初は，農地全体に津波
の浸水を受けたが，その後排水され，周囲からの海水
侵水はみられない状況であった。よって，被災当初に
海水の影響で高かった塩分は降雨によりほとんど除去
され，その後も地下からの塩水侵入が長面地区ほど大
きくないために，下層の塩分濃度は低く抑えられてい
ることが予想される。
　このように，津波被災農地においては，津波による
被災当初の塩分はほぼ除去されるが，地盤沈下に伴う
０m地帯の拡がりにより，地下からの塩水の侵入があ
る場合は，表層より下層の塩分濃度が上昇し，塩害が
継続する傾向にあるといえる。よって，地盤沈下した
津波被災農地の塩害対策を行う場合は，通常行われる

を用いた。以上よりEM38 の値から ECe を直接算定す
る場合は次式となる。
ECe ＝ 9.7 ×（0.53 × EMH − 0.118）	 ⑴
　　=5.141 × EMH − 1.14
　塩類土壌の判定には，一般的に用いられている基準
の一つである，以下の判定基準を用いた 8）。
　非塩類（ECe ＜ 4dS/m），塩類（ECe>4ds/m）
（3）調査結果
（a）長面地区
　長面区域のEMH1.0の調査結果を図−２に示す。重ねて表
示している被災後の航空写真は国土地理院の東北地方太平
洋沖地震正射画像（撮影，2011年 5月～11月）を使用した。
　表−１に長面地区におけるEM38 による測定値の整
理結果を示す。３月，５月ともに平均と最大の EMH
は，図−２の全ての測点箇所から算定した。また算定
値を式（1）により ECe に換算した。2013 年３月の結
果を見ると，海に近くかつ北上川に近い箇所は海水の
影響で高濃度になっている。また表層の 0.38m 深さま
では基準上限である 4dS/m をわずかに下回っている
が，0.75m深さにおいては 4dS/mを超えている。この
ことは深部の方により高濃度の塩分が存在することを
示す。５月になると，表層，および深層ともに 4dS/
mを超えている。５月の黄色点の計測箇所に近い付近
の３月の計測値の平均値の比較より，EC値の変化を
調べると，３月で EMH0.5 は 0.52，EMH1.0 は 1.63 とな
り５月の方がやや高くなっている。このことは調査領
域内で高濃度塩分の水たまりが存在しているように，
矢板による塩水侵入対策が十分でなく，地下からの海

写真－３　EM38による土壌EC調査風景

表－１　土壌電気伝導度の計測結果（長面地区）

図－２　EM38による土壌塩分の調査結果（長面地区）
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には，さらに矢板の貫入深を大きくする必要があり，
結果的に対策工事には多額な費用と，施工期間を要す
ることになる。

　潮遊池は干拓地の潮止め堤防背後に設置され，ゲー
トにより海側からの逆流を防止し，池内の淡水水頭を
確保し，塩水領域を下げることで，塩水侵入を抑制す
る手法である。実際の干拓地における潮遊池の状況を
写真−５に示す（熊本県八代海干拓地）。この手法で
地区全体の塩水領域を下げるには，広範囲の池面積が
必要になり，池内の塩分濃度の低下と地区全体の排水
のめに排水機場と潮止ゲートの設置が必要となる。こ
れらの方法を現地に適用するには，止水壁工法以上に
大掛かりになり，工事面積は大きくなる。また農地全
体の地下水位が高くなり，畑作を行う場合は排水不良
による湿害が懸念される。
　これらの結果を基に，潮遊池の代わりに水田や貯水
池を圃場内外に配置し，地下に淡水を供給することで
塩水侵入を抑制したうえで，畑エリアのみ強制的に暗
渠を通じてポンプで排水するブロック排水 11）12）を組み
合わせる手法を検討する。この塩水侵入抑制手法の概
要を図−３に示す。ブロック排水は，排水機場の大幅
な機能向上を伴わずに水田と畑作の混在化を可能とす
る。また，上記２工法に比較して大掛かりな土木工事

灌漑水による除塩ではなく，継続する地下からの塩水
侵入対策を行う必要がある。

４．塩水侵入抑制対策の考案

　津波被災地での農地除塩復旧事業では除塩水の灌水
により塩分を洗い流すリーチングが用いられてきた
が，地下からの海水侵入に対する効果は一時的で再び
塩分が上昇する恐れがある。地下から農地への海水再
侵入に対しては，主に地下ダム開発における止水壁に
よるものと，干拓地における潮遊池によるものの大き
く二つに分けられる。
　止水壁設置の効果に関しては，藤山ら 9）や，Luyun
ら 10）により詳細な検討がなされており，不透水層基
盤から地表に向けて止水壁を設置した場合には，塩水
くさびは消失する効果があることを示している。不透
水層基盤が深く地表から地下に向けて止水壁が不透水
層に達しない場合，止水壁位置が塩水侵入域内である
場合は，貫入深さが大きくなるほど塩水抑制効果は増
大するが，塩水侵入域外であれば，逆に塩水侵入が促
進する危険性があることを示している。現地では，図
−２の潮止堤防部分は鋼矢板で塩水侵入を防いでいる
が，写真−４のように十分な貫入深さが得られていな
いため矢板下部をまわりこんだ塩水が農地に染み出し
ている。実際に塩分濃度をはかったところ，ほぼ海水
を呈す濃度であった。よって，海水の侵入を防止する

表－２　土壌電気伝導度の計測結果（富士沼地区）

図－３　EM38による土壌塩分の調査結果（富士沼地区）

写真－４　現地の矢板の設置状況（2013.3）

写真－５　潮遊池の現地の配置状況
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を必要とせず，コストや工期の面で有効である。しかし，
ポンプによる強制排水は下部の塩水領域を引っ張り上
げることによる塩害のリスクへの対策が必要となる。
　この塩害リスクの検討に関しては中矢ら 3）の数値解
析による検討がある。ここでは，室内実験スケールで
海側から陸側への地下からの塩水侵入がある状況を設
定した上で，陸側の淡水の給水とポンプによる強制的
な排水位置を変化させ，淡塩境界の侵入域の長さ，厚
さの変化を検証している。給排水を行わない場合の淡
塩境界先端の侵入深さから，強制的に排水を行うこと
で淡塩境界深さは上昇し農地下層の塩分濃度は上昇す
るが，水田やため池に相当する陸域の淡水供給を行う
ことで，塩分の上昇を抑制できた。また給水を行う場
合，海側より陸側に給水を行う方が，下向きの流れの
領域が長くなるため，淡塩境界の抑制効果が大きくな
ることが明らかになっている。
　このように圃場貯水とブロック排水による対策は，
まだ数値解析のみによる検討ではあるが，有効性が検
証されている。よって今後簡便かつ農地汎用化も実現
可能な対策として，現地の地下塩分濃度のモニタリン
グを実施しながら，導入可能性を検討してゆくことが
期待される。

５．まとめ

　津波被災農地の海水侵入対策の検討を現地調査より
行った結果，以下の事項が明らかになった。
①	大きく地盤沈下した河口域の農地では，一部干陸が
なされているが海水湛水下の農地も多く，津波被害
からの復旧が大きく遅れている。
② 	EM38により測定した海側の干陸中の農地内ECは，
表層より下層の方が高く，海水侵入の影響が継続し
ている。
③	地盤沈下地帯であっても海水侵入の影響が小さい場
合は，津波被災後の塩分は除去され，営農可能な塩
分濃度になっている。
③	現地への塩水侵入の対策手段の一つとして圃場貯水
とブロック排水手法を提案した。
　今後は現地の地下も含めた水理条件を反映させた数
値解析を行い今回提案した手法の妥当性をさらに検証
する。

図－４　圃場貯水とブロック排水による塩水対策例
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１．会員の募集
　	　水と土の発行は皆様の年会費によってまかなわれています。今後とも事業地区の技術情報の交流を図るために
は会員の確保が重要となっています。会員の皆様には職場の同僚の方々に農業土木技術研究会の成り立ちや「水
と土」をPRしていただき，会員の勧誘をお願いいたします。平成26年度の年会費は2,300円です。なお，別紙の
PR版を作成しましたので会員の勧誘に活用いただければ幸いです。

２．報文投稿の募集
　	「水と土」は会員の皆様からの報文投稿によって支えられています。報文は以下のように様々なテーマが考えら
れますので，これを参考に皆様が担当されている事業地区の状況を報文にまとめて投稿いただくようお願いいた
します。併せて巻末の投稿規定も参照して下さい。

会 告

①	　事業地区の段階は，企画，調査，計画，設計，施工，管理に分けられるので，構造物の施工の有無に関わらず，
コスト縮減，創意工夫，新技術導入，環境配慮などの視点から取りまとめた報文
②	　ダム，トンネル，橋梁，揚排水機場等の大規模工事や長期にわたる債務負担行為工事等について，調査，計画，
設計，施工の各段階での検討や実績を取りまとめた報文
③	　農村工学研究所や県試験場などへの依頼研究の成果について取りまとめた報文（研究依頼先との連名による）
④	　土地改良技術事務所，調査管理事務所が対応している技術検討や現場支援業務について取りまとめた報文
（当該機関との連名による）
⑤	　海外派遣から帰任した職員の派遣先でのプロジェクト等について技術的見地から取りまとめた報文
⑥	　建設会社，コンサルタント等の会員について，普及性のある事例や技術検討について取りまとめた報文
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１．原稿には次の事項を記した「投稿票」を添えて下記に送付して下さい。
　　　　　〒105−0004　東京都港区新橋5−34−4　農業土木会館内，農業土木技術研究会
２．「投稿票」
　　　　　　①　表　　題
　　　　　　②　本文枚数，図枚数，表枚数，写真枚数
　　　　　　③　氏名（フリガナおよびローマ字表記），勤務先と勤務先の電話番号，職名
　　　　　　④　連絡先（TEL），（E-mail）
　　　　　　⑤　別刷希望数
　　　　　　⑥　内容紹介（200字以内）
　　　　　　⑦　対象施設（	報文の対象となっている主な施設を記入：ダム，トンネル，橋梁，用排水機場，開水

路，管水路	等）
　　　　　　⑧　キーワード（	報文の内容を表すキーワードを記入：維持管理，コスト縮減，施工管理，環境配

慮，機能診断	等）
３	．１回の原稿の長さは原則として写真・図・表を含め18,000字程度（ワープロで作成の場合，A4版8枚程度）と
して下さい。なお，写真・図・表はヨコ8.5cm×タテ6cm大を288字分として計算して下さい。
４	．原稿はワープロで作成し，漢字は当用漢字，仮名づかいは現代仮名づかいを使用，術語は学会編，農業土木標
準用語辞典に準じて下さい。数字はアラビア数字（3単位ごとにカンマ（	,	）を入れる）を使用して下さい。
５	．ワープロで作成した原稿データについては，プリントアウトした原稿（写真・図・表入り）とともにCDデータ
等にて提出して下さい。
　	　写真・図・表の画像データは，原稿データとは別に添付して下さい。なお，図・表については白黒印刷におい
ても判読できるように極力配慮して下さい。
　※データと違いがないかをプリントアウトした原稿で必ず確認して下さい。
６	．写真・図・表は本文中の挿入個所を明確に指定して下さい。
７	．原図の大きさは特に制限はないが，B4版ぐらいまでが好ましい。原図はトレーサーが判断に迷わないよう，は
っきりしていて，まぎらわしいところは注記をして下さい。
８	．文字は明確に書き，特に数式や記号などのうち，大文字と小文字，ローマ字とギリシャ文字，下ツキ，上ツ
キ，などで区別のまぎらわしいものは鉛筆で注記して下さい。
　たとえば，

　など
９	．分数式は2行ないし3行にとり余裕をもたせて書いて下さい。
10	．数表とそれをグラフにしたものとの並載せはさけ，どちらかにして下さい。
11	．本文中に引用した文献は原典をそのまま揚げる場合は引用文に『　　　』を付し引用文献を本文中に記載して
下さい。孫引きの場合は，番号を付し，末尾に原著者名：原著論文表題，雑誌名，巻；頁～頁．年号，又は“引
用者氏名，年・号より引用”と明示して下さい。
12	．投稿の採否，掲載順は編集委員会に一任して下さい。
13	．掲載の分は原稿料が支払われます。
14	．別刷は，有料になります。
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１．発足40周年を迎えた「農業土木技術研究会」
　	　本研究会は，全国の農業土木技術者の自主的な研究会です。その歴史は，昭和28年の「コンクリートダ
ム研究会」にまでさかのぼり，事業の展開方向に即して変遷してきました。現在の「農業土木技術研究
会」としても，平成21年度には発足40周年を迎えた歴史ある研究会です。

２．技術力向上に資する「農業土木技術研究会」
　	　本研究会は，時代のニーズを反映した事業の円滑な推進に必要な技術力の向上のため，農業農村整備事
業の計画・設計・施工事例や技術的検討内容などの現場技術情報の発信と交流を一貫して展開していま
す。
　	　研究会では，現場の技術報文を中心とした会誌「水と土」を年間3回発行し会員の皆様にお届けしてい
ます。また，時代に即した技術的な情報を提供する研修会も開催しています。

３．会員が支える「農業土木技術研究会」
　　本研究会の活動は，皆様の年会費によってまかなわれています。
　	　21世紀を迎え農業・農村の位置付けがますます重要になっている今日，本研究会に入会いただき，その
振興の基礎となる「農業土木技術」に根ざした研究会の活動を支えて頂ければ幸いです。会費は2,300円
です（会費は51年度より据置）。
　　入会の手続きは，研究会へ直接又は各職場の連絡員に会費を添えて申し込んで下さい。
　　申し込み様式は以下を参考にして下さい。

入会申し込み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　私は農業土木技術研究会に入会します。
　　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　
　　職場・所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　職場住所（会誌送付先）：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　電話番号：　　　　　　　　　　　　　

き
り
と
り

〈農業土木技術研究会の変遷〉
　　昭和 28 年　「コンクリートダム研究会」の発足：会誌「コンクリートダム」の発刊
　　昭和 31 年　フィルダムを含めて「ダム研究会」に拡大：会誌「土とコンクリート」に変更
　　昭和 36 年　「水路研究会」の発足：会誌「水路」の発刊
　　昭和 45 年　両研究会の合併
　　　　　　　　「農業土木技術研究会」の発足：会誌「水と土」の発刊

問い合わせ先：農業土木技術研究会
	 〒105−0004　東京都港区新橋5−34−4
	 農業土木会館内	 TEL　03（3436）1960
	 	 FAX　03（3578）7176
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FAX 宛先：農業土木技術研究会　03 － 3578 － 7176
★「水と土」をより充実したものとするため，下記様式であなたのご意見をお寄せ頂ければ幸いです。

１．本号（173 号）で興味をもたれた報文について記載下さい
　⑴　報文タイトル：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　⑵　興味を持たれた具体的内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．本号の編集についてご意見をお聞かせ下さい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．とりあげて欲しいテーマなど本誌に対するご意見やご要望をお書き下さい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所属：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「水と土」通信

際にも車が必需品であり，徒歩で移動することはほと
んどありませんでした。一方，東京で暮らしてみます
と，交通網が発達していることから，車は必要無くな
り，歩く機会が増えてきました。社会人になってから
は運動不足な状況ですので，歩く機会が増えたことを
きっかけに，何か運動を始めてみようかと思い始めた
今日この頃です。
　まとまりのない文章となりましたが，最後に，本誌
のような農業農村整備事業や新技術等に関する情報が
掲載されている刊行物は，我々技術者にとって貴重な
情報源となりますので，末永く刊行が続くよう，微力
ながらお手伝いできればと考えております。

（農村振興局農村政策部農村環境課　松﨑真澄）

　本年９月に本省農村環境課勤務を拝命し，数ヶ月が
経ちました。前任地の国営事業所では，工事の監督等
で現場に出る機会が多かったのですが，本省勤務とな
ると現場の雰囲気を感じる機会が少なくなり，多少の
寂しさを感じているところです。
　仕事面では，前歴事業で造成した農業水利施設を更
新する事業を推進する立場にて仕事に携わった後に，
今度は事業計画を立てる際の基本となる計画基準の改
定に係る仕事に携わることができ，何か不思議な縁を
感じております。現場にて経験した技術的な事柄や営
農状況等の地域の情勢に触れた機会等を活かしつつ，
微力ながら日々業務に励んでいるところです。
　また，私生活を比較してみますと，地方で生活をし
ていた時は車社会のため，買い物に行く際も遠出する

編 集 後 記

　　水 と 土 　　　　第173号
発　行　所　〒105−0004		東京都港区新橋5−34−4	 農 業 土 木 技 術 研 究 会
　　　　　　　　　　　　　　　　　農業土木会館内	 　TEL　03（3436）1960　振替口座　00180−5−2891
印　刷　所　〒161−8558		東京都新宿区下落合2−6−22	 一 世 印 刷 株 式 会 社
	 　TEL　03（3952）5651



宮　本　洋　一会　　長

齊　藤　政　満専務理事
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